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要旨

近年多額の行政資源 によって運営 されている公共文化施設において、「評価」が深刻な課

題 となって きている。「多様 な主体 による多様な評価」が実現すればパ フォーマ ンスが高 ま

り、行政内部や住民 に対 して施設の必要性 を高めることがで きるのであろうか。

この ことに疑問を投 げかけなが ら、本論文は 「住民参画型」 の公共文化施設の 「評価」

のあ り方 を提言することを目的 としている。 ここでの 「評価」 のあ り方 とは、具体的な評

価指標 の策定やステークホル ダーの彼割 を示す ことではない。NewPublicGovemance

Modelを 参考 に 「パフォーマ ンス を高めるための戦略」 としていかに 「評価体系」 を築い

てい くかを明 らかにすることである。

本論文では、パ フォーマンスが高い公共文化施設(成 功事例)と 、過去 に高いパ フォー

マ ンス を誇 っていたが現在 は低 下 している公共文化施設(失 敗事例)を2つ ずつ選ぶ。失

敗事例 の2つ の施設はともに、「住民参画」や 「権限委譲」 を行 っていたにもかかわらず低

下 したため、「住民参画型」 に対 する疑問 を投 げかけながら、低下 した要因を明らか にして

い く。最後 に、様々な発展段 階の 「住民参画型」公共文化施設 に対 して具体的な戦略 を提

案する。

Abstract

"Evaluation"hasbeenoneofthemostcriticalproblemsinpublicculturalfacilitiesin

Japan.Thisisdueto」facj五ties'heavydependencyonpubhcbudget,whichisnow

rapidlyshr回dng,andthedi伍cultyinevaluating"qualitジandits``extemahties".

Conside血gthesedi伍culties,thisthesisproposeswaysof"evaluation"asa

"strategゾ'toimprovetheoutcomesofthepubliccUlturalfacilities
.Inordertoderive

such8trategies,thisthesiSpickSoutfourfacilitiesmanagedwithcitiZen,8participation;

twowithhighoutcomes,andtwowithlowoutcomes.Thisthesisrefersto"NewPubhc

GovernanceModer'asanindextocheckevaluationprocessesofthefourfacMties.

Sillcethetwolowoutcomefacilities血iedevenwithhighcitizenparticipationrate

andappropriatepowerdelegation,thisthesiswi皿clarifythefactorsthatleadtothe

failure.Also,commonstrategiesbetweenthetwosuccessfUIfacilitiesWillbepresented.

Fila■ythisthesisproposeswhatpublicculturalfacMtiesinvariousdevelopment

stagescoulddotomake"evalu,ation"feedbackprocessmoree丘bctive.
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は じめに

本論文の構成

1.問 題意識

この章 においては、本論文が明 らかにする課題 を明確 に示す。 また、 なぜその課題 を明 ら

か にする必 要があるのか示すため、本論文のテーマであ る 「公共文化施設」 をめ ぐる現在

の環境 と問題 を明確 にする。最後 に、本論文がベース とするモデルの紹介を し、本論文 に

おける問題意識 を示す。

II.公共文化施設 について

この章 においては、「公共文化施設」 の定義 を明確 にした上で、その現状 と現状 を生み出 し

た歴史的背景 を明 らかにする。次 に、公共文化施設のサー ビスが他 の公 共財 とどの ように

異 なるのか、「準公共財」 「産業装置」 とい う二つの軸 を通 して整理す る。また、公共文化

施設 はどのような根拠があって 「公的」 な支援 を受けているのか、 その 「公的支援」 を巡

る議論 をここで紹介する。公的支援 を肯定する議論 としてそのサー ビスが 「必然的に赤字

であること」「外部性があること」「機械の平等 を確保する必要があること」 という3つ の

視点 から整理する。最後 に、本論文で は公的支援 を肯定する根拠 を支持することを示 し、

次章の 「公共文化施設の評価 について」へ と続ける。

III.公共文化施設の評価 について

この章 においては、公共文化施設の評価 の現状 を述べた後、公共文化施設を始めとして公

共部 門に行政評価が導入 されるようになった背景 を次の3つ の視点 で整理す る:① 政府の

活動領域の縮小② アカウンタビリテ ィ③公共部門の効率化 ・市場 メカニズム活用。そ して、

現在の評価の阪界 を明 らかに し、評価 を支 える環境が必要であ ることを述べ る。そ こで、

上山氏が2003年 に提言 した理想的 な行政評価 とその環境、「ニュー ・パブ リック ・ガバナ

ンス」モデルを紹介する。 また、「ニュー ・パブリック ・ガバナ ンス」モデルの構成要素 を

整理する。 この 「ニュー ・パ ブリック ・ガバナンス」モデルを実際 の公共文化施設のケー

スに適応する前 にその評価における現在の問題 と考慮すべ き要点 を明 らかにす る。

IV.ケ ース分析 と提言

この章では フィール ドワー クを行 った4つ の文化施設の紹介 とNPGモ デルの要素 をもと

に行 った分析 を整理 し、パ フォーマ ンスの高い公共文化施設の共通 した戦略 を導 き出す。

まず 、4つ の公共文化施設のケースを簡単に図 によって紹介 し、そのケース を選択 した理

由 と条件 を示す。次 に、「ニュー ・パ ブリック ・ガバナンス」 モデルの要素 を公共文化施設

の現状や問題点をふ まえたうえで分解 し、チェックリス トを作成す る。 この公共文化施設

のNPGモ デルの具体像 であ るチ ェックリス トをもとに各施設 を分析 し、「ニュー ・パブ リ
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ック ・ガバナ ンス」モ デル を満た している公共文化施設 はパ フォーマ ンスが高い とい う相

関関係 を導 き出す。最後 に、成功事例の共通戦略をチェ ックリス ト項 目ごとに整理する。

v.ee言

これらの分析 より導 き出 した成功事例の共通戦略 と失敗事例 の失敗要因よ り、公共文化施

設の提言 を提示する。 この提言 を、「建設段階」「初期段階」「成熟段階」 とい う三つの公共

文化施設の発展段階 ごとにまとめ、本論文の提言 とする。
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1.問 題 意 識

7



1.問題 意識

本章では、本論文で明 らかに してい く課題 を明確に記す。 また、なぜその課題 を明 らか に

する必要があるのか示すため、本論文のテーマである 「公共文化施設」 をめ ぐる現在の環

境 と問題 を明確 にする。

囎

本論文 は、公共文化施設のサービスの特性やその 「評価」現状 の問題 を明 らか にし、そ

の上で公共文化施設のパ フォーマ ンスを高める戦略 としての 「評価」のあ り方 を提言す る

こ とを目的と している。 ここでの 「評価」 のあ り方 とは、施設 ごとに異 なる具体的な評価

指標の策定や環境 によって異なるステークホルダーの役割 を明記す ることではない。 どの

ような環境 にあって も導入できるような、「パ フォーマ ンスを高めるための戦略」 としての

「評価」 をどのように築いてい くか、その戦略 を明らか にす ることである。本論文では、

実際にパ フォーマ ンスが高い公共文化施設 と、過去 に高いパ フォーマ ンス を誇 っていたが

急激 に低 くなって しまった公共文化施設 を2つ ずつ選ぶ。パ フォーマ ンスが低下 した2つ

の施設は ともに、「住民参画」や 「権限委譲」 を行 っていたにもかかわ らず低下 したため、

「住民参画型」 に対する疑問を投 げかけなが ら、低下 した要因を明 らか にしてい く。最後

に様々な発展段階の 「住民参画型」公共文化施設 に対 して具体的な戦略 を提案する。

雌

(1)ミ ッシ ョンが不明確な多 目的公共文化施設の建設 ラッシュ

日本 において今 日ほど公共文化施設 について多 くの議論が されている ときはおそ ら くな

いであろ う。公共文化施設 について過去 に様 々な議論がなされて きたが、多 くの ものは過

剰 な公共文化施設の建設に対す る批判である。 日本 においては、50年 間 とい う短い期 間

に1070館 ほ ども建設 され、他国よ り突出 したスピー ドで普及 して きた。2000年 の段 階

においては、その数は2031館 とも言 われる。1

このように人 々はどんな地方に住んでいても芸術文化 に触れる機会を得 るこ とがで きる

ようになった。 しか し、多 くの公共文化施設の ミッションは不明確であ り、単 に地域住民

が借 りたい ときに施設を貸 し出す 「貸 し館事業」のみを行 っている場合が多 い。 このよう

な消極的な運営 を行 っている理由には、条例 によって 「住民が公の施設 を利用する ことに

ついて、不当な差別的扱いをしてはな らない」 とされ、「公共の利益のために多数の住民 に

対 して均等 に役務 を提供することを目的 とし、公正な管理 を確保す る必要がある」2と 定め

られていることがあげ られる。この結果、平成13年 には国や地方 自治体が公共文化施設

活性化 や運営 のために投入 した額が1237億(国:9億 円、 自治体:1028億 円)で

1舞 台芸術 の鑑賞行動 調査報告書

2「 文化会館通論」 根木昭ほか 晃洋書房1997年P28
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あ り、平均運営費 も253,977千 円にのぼるにも関わ らず3、 公共文化施設の平均稼働率 は5

3.3%と 極めて低 くなっている。4稼働率だけで事業成果 を評価 で きないが、国民の半分

は公 共文化施設の存在 に関心 を抱 いていないか抱いていて も活動 をす るまでには至 ってい

ないことを表 している。

(2)多 額 な初期投資 と運営費予算 を必要 とする公共文化施設 に対す る 「評価」の導入 と

その問題

地方 自治体の財政悪化 によって人々は財政の 「無駄遣い」 に目を向けるようになって き

た今、 この ように多額 かつ長期的な公的資金の投資 を必要 としなが ら効果測定が困難であ

る公共文化施設に、批判の矛先は向かっている。 このような批判は地方 自治体 における監

査委員制度の充実強化や外部監査 の導入などにつ なが ったが、効果の測定が困難である公

共文化施設 は東京都 を始め として多 くの自治体 によって閉鎖や事業縮小 に追い込 まれてい

る。

この ような状況において、公共文化施設は行 っている事業が地域社会において必要であ

り、 どの ような価値 を もた らすか、市民 に明確 に説明する ことが求め られるようになって

きた。すなわち、「評価」 の実施、そ して事業実施 についての アカウンタビリティの獲得が

必要になってきた。5そ こで、「評価 」を 「査定のための評価 シー トづ くり」として捉えるの

で はな く 「パ フォーマンスを高めてい くための有効 な リス ク低下戦略」 として捉 えること

によって より有用性が高 く自治体か らも成果を理解 される 「評価づ くり」が可能ではない

か と考 えた。

(3)「 住民参画型」 に対す る疑問

多 くの公共政策や事業 において 「住民参画型」が もてはや され、導入が試み られて きて

いる。 その手法 はアンケー トを通 して意見 を聞 くことか ら、実際に行政 と対等 な立場で意

思決定 を行ってい くことまで、実 に幅広い。 しか し、住民が参画す ることによってその業

務のパフ ォーマンスが向上す るとは限 らない。住民が参画す ることによって何 が可能 にな

るのか、 また、 どのような限界があ るのか踏 まえて導入 してい く必要がある。 このため、

今 回はケース として全て住民が主体的に参画 している、 もしくは参画 をしていた公共文化

施設 を敢 えて選択 することにする。そ して、分析 を通 して持続的に住民が参画 をし、パ フ

ォーマ ンスを高めてい る公共文化施設施設の共通戦略 と失敗事例 の共通要因を導 き出 した

い と考 える。

本論文では、現在存在す る評価の進化型モデルと して 「自治体再生戦略」 にて上 山信一氏

3h・ 〃 ・ ・frnln .nn/Uln/r /rh1/ir fP6図 表]-9

5「21世 紀の地域劇場」清水裕之 鹿児島出版会 ユ999P148
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他 が提言 した 「ニュー ・パ ブリック ・ガバナ ンス」 モデルを採用 し、パ フォーマ ンスの高

い公共文化施設がそのモデルの要素を満たすためにどの ような戦略 を打 ち出 してい るか分

析 してい きたい。
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II.「公 共」 文化 施 設 とは何 か
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II.「公共」文化施設 とは何か

1.概要

1.1定 義

一般的に全国でみる公共文化施設 とは
、集会や会議 、またアマチ ュアの発表会 などのため

に貸 し出す事業 を主に し、た まにプロの芸術集団が公演 に くる とい った施設が多い。 よっ

て、舞台芸術作品の創造が なされる場 としての公共文化施設、 また、地域のニーズを踏 ま

えた上で積極的 にその存在意義 を説 いている施設 は稀である。

公共文化施設の積極的な定義は、鈴木忠志他 が 「劇場事業法(仮)の 提案」 の中で記 して

いる次のような定義である。『文化芸術振興基本法の基本理念 にのっとって考 えてみると、

文化芸術活動 を行 う者 の 「自主性 ・創造性が十分 に尊重 され」、「国民がその居住する地域

に関わらず等 しく」舞台芸術 を楽 しみ、想像 に参加で き、舞台芸術 を振興 し普及させ る社

会的な装置である と定義す ることが可能である。』

現段階でその ような公共文化施設 は少 ないため、本論文では 「政府 もしくは自治体によっ

て設置 され、舞台 と観客席 を持 ち、舞台芸術の上演が可能な公共文化施設、 または複合施

設」 と定義する。

1.2公 共文化施設 の現状

表II-1基 本データ

公共文化施設数 2031館(全 国公立文化施設協会資料)

平均稼働率 【法 人】58.6%【 自治体 】48.5%

用途 【多 目的】92%【 専門】7%

年間平均利用日数 201日

年間平均利用日数の内訳 【自主事業】12日 【貸 し館事業】189日

平均職員数 【直営 】13.5人 【財 団】17人

会員制度の保有率 14%

アーッ ・マネジメン ト概論P140

日本芸能実演家団体協議i会による と、所謂 「劇場」や 「ホール」は全体で2901館 ある

とい う。その うち、上の図の ように公共文化施設 は2031館 であ り、その9割 近 くが専

門的な事業 に特化 していない多 目的公共文化施設である。また、図II-1か ら分かるよろに

予算が少 ない設置 自治体 のほ うが直営 のケースが多 く、政令都市や都道府県 などの比較的

余裕 のある自治体 は財団運営 をしていることが分か る。

12



図II・1

麗

また、公共文化施設のサービス は、平等 な機会 を確保す るため低額で提供 されなければ

ならない。理 由は次項 目にて述べ るが、低額で提供 される故 に入場料収入、貸 し館収入 は

少な くその運営の赤字部分 は補助金、寄付金、食堂 ・売店 などか らの収入か ら賄 うことに

なる。 しか し、下の図の 「委託運営劇場 」のグラフか ら読 み取れるように、実際は補助金

に頼 っているのが現状である。(区 分け としては 「寄付 ・補助金等」 となっているが、実態

はほ とん ど公的補助金だ とい う)6

図II・2

自主公演劇場

委託運営劇場

L_______

劇場・ホールの年間収入内訳(運 営形態別)

灘
凝
熱

0% 20%40% 60%

躍入場料収入

醗貸し館収入

口食堂売店その他

1コ寄付・補助金等

80%100% 1
注=こ の表 における 「委託運営劇場」 は89%財 団運営であるため、 ここでは公共文化施

設 と類似施設 と考 える。 また、 自主公演劇場はここでは民間経営文化施設 と考える

61ア ー ツマ ネ ジメ ン ト概 論1伊 藤裕 夫他 水 曜社 烈X巌 年P .142
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1.3歴 史的背景

現在各地 にある多 くの公 共文化施設の原型は、寄付 によって設置 された講演会、演説 を

目的 とする 「公会堂」や鹿鳴館 などに代表 される倶 楽部建築である。明治時代 は、国が西

洋改 良化政策として新 しい政治階級の中で力 をつけて きた商業資本階級の 「ブルジョア的」

な交流のため に、全 国に地域の行政機構が中心 となって設置 されていった。よって、舞台

芸術 を目的 としない集会場 が他 に利用する空間の ない西洋舞台芸術の上演 に次第に利用 さ

れるようになっていった。

その後戦前か ら戦後10年 にかけては、私企業が観客動員 を期待で きる富裕団体の多 い

大都心部 にホール を建設 していた時期 もあった。 しか し戦後の多 くのホールは1954年

度 の地方交付税制度 によって税収入が低い 自治体 で も文化的ハー ドの整備がで きるように

なったことを受けて、特 に1960年 代か らの多 目的公共文化施設建設 ラッシュの流れに

のって設置された。

のように、公共文化施設 は1970年 代後半 と1980年 代後半 を中心 に急激 に増え始め

た。その理 由として文化庁から、1967年 か ら95年 まで、文化会館建設経費の一定額補助

制度によってハ ー ド整備 に補助金があった ことがあげ られる。7ま た、 この1960年 から

80年 にかけての増加は公共投資額全体 の推移は資料2と 比例 していることがわかる。高

度成長 による80年 代 までの急激な伸 び、80年 代前半の行政改革 による鈍化、バブルや

90年 の 日米構造協議 において策定が決 まった公共投資基本計画による急激な伸 びな どが

双方のグラフに顕著に現れている。 これ らの伸 びの時期 において公共事業 はその 「額」 と

「規模」 が最重要視 される ようにな り、個々のプロジェク トの具体的な中身が明確で ない

場合が多い。8同様 に、公共文化施設 もその ミッションが曖昧であるまま建設 されてい き、

現在は多 目的な公 共文化施設が多 くを占める。

この ように多 目的公共文化施設が多 く占める理 由は他 に二つあげ られる。一つ 目はその

設立 目的や条件 を定める法律 である。公共文化施設 は、地方 自治法第244条2項 及び3

項 によって 「住民が公 の施設を利用す ることについて、不当な差別的扱いを してはならな

い」 とされ、「公共の利益のために多数の住民に対 して均等に役務 を提供することを目的 と

し、公正 な管理 を確保す る必要がある」9と 定め られているか らである。 このため、多 くの

公共文化施設が、「貸 し館事業」 を通 して多数の住民 に均等 にサービスを提供 しているので

ある。二つ 目の理由 として、一つの演 目だけで採算 をとるのは非常 に難 しく、 きわめて高

度 な運営 システムが必要 となって くることな どがあげられる。特 に財団運営 や直営運営の

公共文化施設においては2～3年 毎 に異動 をする仕組みが ある行政の中では専 門的な知識

7劇場事業法(仮)の 提案 鈴木忠志他 日本芸能実演家団体協議会2002年P14

8「 自治体再生戦略一行政評価 と経営改革」 上山信一 ・井関友信 日本評論者2003

年
9「 文化会館通論」 根木昭ほか 晃洋書房1997年P28
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を持 っている人材 を確保することは困難である。 また、専 門職 を雇 うにはコス トがかかっ

て しまうため特定分野 に特化 した公共文化施設 は稀 である。 また、 自主事業のための予算

が少 ないことも理 由として挙げられる。

2.他公共財 との違い

公共文化施設 の評価 をするにあたって重要になって くるのは、行政が公共文化施設 を他

の公 共サ ービスに対 して どのように位置づけているのか とい う点である。 また、公共文化

施設の特質を踏 まえた評価 を行 うためには、その特殊性 を認識す る必要がある。

2.1準 公 共財 としての文化施設

純粋 な公 共財 とは、消費の非競合性 と消費の排 除不可能性 に よって定義す ることがで き

る。消費の 「非競合性」 とは、特定個人の使用が他の個人の使用 をさまたげないことであ

る。「排除不可能性」 とは、料金 を支払 うことな く利用が可能なことである。 この2つ を満

たす純粋公共財 として警察、国防、消防、灯台などが代表的なもの としてあげ られる。

これに対 して、純粋 な公共財で はないが、一定の公 共財の条件 を満た している財が存在

す る。公共文化施設 はこの分類に属 し、一般的 に準公共財 と呼 ばれる。 このようなサー ビ

スは入場料 を徴収するこ とによって、利用 しない 人を排除することが可能であるため、公

共財の条件 を満た してい るとは 言えない。 しか し、ある一定の人数 までは同 じスペースの

中で観劇がで きるため、非競合性 をもつ。利用者 が施設のキャパシテ ィを超 えた場合 は、

サー ビス を受 けることがで きない人がでて くるため非競合性 を満た さない場合 もある。 こ

の ような準公共財の特徴 として、純粋 な公共財 と違 ってそのサ ービス供給者が公営、民営

であるか基準 で決 まっていない ことがあげられる。

公共財 の構成要素である 「非競合性」 と 「非排除不可能性」の軸か ら整理 した公共財 と

文化施設の関係は図II・3の とお りである。10

Iv「 自治体 の行 政評 価 シ ステ ムi高 寄 昇三P
.1!4
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図II-3
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教育施設

有料道路

(「自治体の行政評価 システム」 高寄昇三 の図を参考 に〉

これ らのことから、準公共財 としての公共文化施設は

1.純 粋公共財に比べて、公 的補助の必要性 を明 らかに してい くことが より求め られる

2.民 営 によって も供給 で きるサ ービスであるため、行政のス リム化の中で民営化や予算

削減の対象にな りやすい

とい う特徴が見 えて くる。

また、公 共財 は次 の図II-4の よ うに、 そ の 「必需性 」 と 「共 同消費性 」 とい う軸 に よっ

て整 理 す る こ とがで きる。

図II-4

必需

肖

② ex)生 活保護

▲

① ex)上 下水道

③ ex)社 会人教育 ④

選択

ex)公 共文化施設

)

共

同

消

費

性

この軸 は京都 市、札幌 市11、B市 な ど多 くの 自治体 が 、公 共サ ー ビス を評価 す る際 、用い

11h魍it
.or/omu/hok∠kouko/kouk・ouktsu.html
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られている。「必需性」はそのサービスが是非 とも必要なのか、もしくは代替的な資源があ

りえるのか、 を問 う基準である。「共同消費性」 はそのサービスは個人が利益 を得るのかそ

れとも多数が集団的に利益 を得るのかという観点である。

このような軸で整理 した場合、公共文化施設のサ ービスが受給者 にとって必要不可欠か

どうかを決めることがで きるため、選択性が高い と分類 される。 また、一度の公演で多数

の人がサー ビスを受 けることがで きるため共同消費性があ るサ ービスとして分類 されるが、

施設のキ ャパ シテ ィによってサ ービスを享受する人数は制限 されて くる。 この ようにサ ー

ビスを享受す る人が少 な く選択性 が高い場合、なぜ行政資源を使 わなければいけないかそ

の論拠 を明確 にすることが求め られて くる。京都市の評価結果では、 このカテゴリーに入

るものは 「行政の関与 も最小 限にとどめるべ きである。公益 ではあるが受益者負担 を当然

に考 えるべ きで もある」 とされ、今後行政関与の見直 しが加速 してい く分野であ ることが

わかる。12

2.2装 置産業 としての公共文化施設

公共文化施設 の もう一つの特徴 としてそれが装置産業であることがあげられる。装置産

業の特徴 として大 きな固定費の投資 を要求す るわ りに、利用者か らは法外のお金は とれ な

い。空港、新幹線、公園などもこの ようなカテゴリーに入 る。13装置産業 としての一つの特

徴 は、短期的な供給量 の調整が困難であることがあげ られる。公共文化施設が供給す るサ

ービスは長期 的には需要に応 じた供給量の調整が行われるが
、短期的 に客席数 を増やす、

またはチ ケッ ト販売後公演 会場 を変 えるなどの調整は困難であ る。つ まり、一度供給 され

た舞台芸術 の公演 は施設のキャパ シテ ィを超 えるまでは鑑賞者 を増や していって も費用 は

増大 しない。14反対 に、客席が埋 まらなくとも同 じ供給量 を提供 しなければな らない という

性格 をもっている。

3公 共 関与 の必要性

上記か ら現在公共文化施設は、行政ス リム化 とい う外部環境 の中で公的関与が見直 され

ている分野であ ることがわかる。 ここで公的 関与 を否定する議論 と肯定する議論 を紹介す

る。

3.1公 的関与 を否定する議論

京都府 な どと同様、芸術 に対する行政関与は最小限 にとどめ られるべ きである とい う議

論は多 く存在 し、ボウモル ・モウエ ンの研究の中で幾つか紹介 されている。

一つめに
、貧 困、病気 、犯罪、無知 などの よ り優先順位が高い ものがあ りこれ らは政府

i:'1rtttp://www .citヱk}・otojp/somu/gヱokaku/hokokusyo2.PDF
13「 入 門 ミュ … ジアム の評価 と改 善一 行政 評価 や 来館 者調査 を戦略 的 に活 かす 一 」 上

山信 一他 株 式 会社 ミュゼ2002年P38
i4「 ア ー ツマ ネ ジ メ ン ト概論 」 伊 藤裕 夫他 水 曜 社2001年P

.70
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資金 に対 してよ り強い権利 をもっているという議論 である。 しか し、「緊急度」が高い もの

を優先する とい う考えは長期的 なビジョンに欠ける視点であ る。また、他の分野 に対 して

多 くの資金が必要 とされていること自体 は芸術分野 に対す る支援 を否定する論拠 にはな ら

ない。

二つ 目に、芸術 に対す る政府の関与が民間資金 を排除 している とい う議論である。根拠

として多額の政府の直接的支援がなされているヨーロッパ諸国においては民間の寄付 が少

ないということがあげられる。

三つ 目に公 的支援 によって公 的統制の危険性が あるとい う議論である。確かに場合 によ

って、政府が偏 った団体や演奏者 だけを支援す ることによって、その他の分野のアーティ

スや団体のやる気 を損 なう場合はあ る。 しか し、広 く薄 く支援 して平凡 な芸術文化 を広め

ることは結果的にその地域 の評価 を低 めることになる危険性 があるため、評価が定 まって

いない分野や伸びてい る分野 を重点的に支援することは戦略 として評価すべ きことである。

また、公的支援 によって公的統制 につながっていない とい うことが、ヨーロッパ において

政府が舞台芸術に関 して政治的圧力や干渉が行 われた ことは まれであった とい う報告 など

か らもわかる。反対 に、民間の後援者 による干渉のほ うが頻繁 に起 こり、政府はかえって

その自由を広 げている とさえも言われている。

四つ 目は単純であ り、舞台 を見 たい人はその対価 を払 うべ きであ り、オペラを莞る人の比

率が極めて低いに も関わ らず公的な財政支援 をす る必要はない、 という議論 である。確 か

に支払 い能力がないこと自体が公的援助の十分な根拠 にはならない。15

最後 に、十分な議論が な されない まま公的資金が公共文化施設な どの運営 に使われている

ため施設の経営努力 を削いでいる とい う議論 もある。その根拠 として低い稼働率、 自主事

業の少 なさ、開館時間の短 さ、利用料金の高 さな どがあげられる。 しか し、これ らの根拠

は市場 に適 さない芸術文化サー ビスの本質的 な特徴 を考慮 していない。その本質的な特徴

と、その特徴 によって公的資金が必要 となる根拠 を次に整理す る。

3.2公 的資金が必要である理由

公共文化施設が提供す るサービスに対す る公共の関与の必要性 は以下の論点 にまとめる

ことがで きる。

①必然的に赤字であること

ボ ウモル とボウエ ンの研究 によると、舞台芸術 の生産性 は経済全体の生産率の上昇 と比

べ ると極 めて少 なく、その生産性 は100年 前 とほ とん ど変わっていない。言い換 えれば、

自動車産業な ど、技術進歩 などの恩恵を受けて効率化 を進めて きた産業 と異 な り、一つの

舞台芸術 をつ くりあげるための時間やコス トの削減 は困難である。 よって、一 人一時間あ

た りの産出量が変 わらないため、貨幣賃金の上昇が単位労働費用の増加 こなる、 それは、

i5「 舞 台芸 術 芸術 と経 済の ジ レンマ」 ウ ィリアム ・J・ ボ ウモ ル&ウ ィ1!ア ム ・G・

ボ ウエ ン 芸 団協 出版部1994年P.485
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全体の技術進歩が加速すればす るほ ど賃金率 が上昇するため、生産性 の上昇 の恩恵 を受け

ていない産業では直接費用増大 につながるためである。

そ こで、費用の増加 に伴 って収入 となるチケ ッ ト価格 を上昇 させてい く必要がある。 しか

し、費用増加 を埋 めるために価格 を上昇 させるこ とは構造 的 ・社会的 ・経 済的 な複雑 な要

因によって大 きく制限 されている。それは大 きく分けて3つ あるとい う。

A.芸 術団体が道徳的理由か ら価格 上昇 を拒 んでいる

多 くの場合、芸術 団体 はそのつ くりあげた作品 を数少ない裕福層のみ ならず よ り多 くの

人に分配 したい と思 っている。価格が上昇する ことによって、学生や次の世代の ファンと

なる人々が演奏 を楽 しむことがで きな くなることは、更なる価格の上昇 と芸術団体側の満

足度 を下 げることになる。

B.チ ケ ット購入者の必需品に対する購入優先順位の中で芸術の占める位置が低い

人々は どんな価格であって も支払わなければ生 きていけない もの として食料、住宅、衣

服、医療、教育 な どがある。それに対 して芸術鑑賞は価格の上昇 によって購入で きな くて

も生 きていけ るため、当然その優先順位 は低 くなる。そのため、価格 の上昇 によって購入

す る人が減少することがわかる。16

C.マ ス ・メデ ィア、インターネッ トで供給 される同様サー ビス との競争

最近、情報技術 に媒介 された複製芸術 などの市場(二 次市場 と定義 される)が 拡大 して

きている。テ レビやイ ンターネッ トを通 して無料 もしくは安い価格で代替物が供給 され る

ことによって、公演 の価格 を上げることは困難 となっている。A.ピ ーコックなどに代 表

される最近の議論 においては、二次市場 は一次市場 のコンテンツを広 める役割 をもち、著

作権制度 によっては一次市場の資金 を賄 うことがで きるな どの主張 もあ る。 しか し、大 き

な空間を必要 とす る実演芸術 においては製作 コス トを補えるだけの公演価格 の引 き上げは

困難である。

この ように、価格 の上昇が可能でなければ、費用 を減 らす努力 をしていかなければいけ

ない。その方法 として過去 に、楽団員 を減 らす、 リハーサル時 間を減 らす、あま り訓練 を

受 けていない実演家 を使 う、安 っぽい舞台装置や衣装 を使 うことな どが試 み られて きた。

しか し、 その結果質の低下 を招 き、結果的に社会的支援 を失い観客 を減少 させ ることにな

って しまった。

16「 舞台 芸術 芸 術 と経 済の ジ レンマ」 ウ でリア ム ・J・ ボ ウモ ル&ウ ィリアム ・G・

ボ ウエ ン 芸 団協 出版 部1994年P.217-224

19



② 外部性の存在

公共の関与が必要 とされるもう二つ 目の理 由として 「外部性の存在」があげ られる。外

部性 とはこの場合芸術 や文化 を直接 享受 した人だけでな くコミュニテ ィや社会全体が受け

ることので きる便益の ことである。17これは 「混合財」の特質であ り、公共文化施設は部分

的に私 的な性質 をもち部分的に公的な性質を もっている。例 えば、一個 人が一公演 のため

料金 を支払 うことによって個人に利益が発生す るが、同時に社会全体 を豊か にす るとい う

具合である。社会全体への便益 に どのようなものがあるか、以下 にあげる。

A.地 域 に付与する威信

一つ 目の社会的便益 として
、地域の威信の象徴 を形成 し、内外 に示すことがあげ られる。

18一流 の音楽家や演奏者が 自分の国か ら輩出される と多 くの場合誇 りに思 う
。ボウモル ・ボ

ウエ ンは国家 レベ ルの場合、その誇 りに思 う気持 ちを宇宙競争 と比較 している。冷戦時代

に限 らず今で も多 くの国が宇宙開発 のために10数 億支出 している理由にはその国の技術

力 を世界 に示 し威信 をもた らすためである。同様 に、国が世界 に誇れる芸術家 を育てるた

めに支出す ることは正当化 されるべ きである。 また、0.ベ ネ ッ トは論文の中でフランス

が1789年 後 「一つの共和国」 として樹立す るために文化アイデ ンテ ィテ ィを育てるこ

とを強調 し、オランダが第二次世界大戦後文化政策を通 して国民 と しての誇 りを高め よう

としたことな どを例 にあげている。 このような過去の政策か らも芸術文化は国家の威信 を

高めるという外部性が存在す ることが分かる。

B.経 済波及効果

二つ 目に、文化施設や芸術活動 の広が りによってその周辺の ビジネス(商 店、ホテル、

レス トランなど)に 与 える経済波及効果があげ られる。国 レベルでは例 として貴重 な観光

資源 となっているアメ リカのブロー ドウェイやパ リの国立劇場 などがあげ られる。地域 レ

ベルで観光資源 として認識 されていな くて も地域 に多 くの経済波及効果 をもた らしている

施設がある。中澤純治氏の研究による と、滋賀県立琵琶湖博物館の経済効果は建設期 間(平

成5年 か ら平成7年 度)及 び開設期 間(平 成8年 度から平成11年 度)に 滋賀県経済 にも

た らした経済効果は清算誘発額合計332.99億 円、付加価値額でみると160.93

億円 になる。これは主 に建設費や来館者の宿 泊費やその他の経費 によってもたらされる も

のであ り、文化施設やその活動 によって地域が間接的に便益 を得ていることがわかる。19

C.観 客の理解力が高まることによる、将来世代が受け取る便益

三つ目に、将来世代が受 け取 る便益があげられる。実際に文化施設 に足 を運ばない人の

17「 文 化 政 策 入 門 」 池 上 淳 他 丸 善 ラ イ ブ ラ リ ー2001年P
.36

18「 文 化 政 策 学:法 ・経 済 ・マ ネ ジ メ ン ト」 後 藤 和 子 有 斐 閣2001年P
.34

19ht:〃www
.s.riumi.●/0/1icsien/081/0110.df
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中にも将来世代 に遺産 として残 したい と欲求 を持 っている、 と示 したデータがある。(資 料

3)こ のような欲求は市場では顕示 されず、入場料な どで費用をまかなうことも難 しいた

め、芸術水準 の向上や観客の理解力 に対 して公的資金の援助 は必要である。

Deソ ー一シャルキ ャピタル

四つ 目は、コミュニケーションの促進 と社会の創造性の高 まりによって社会の構成員が

間接的に受 け取る便益のことである。20これはすなわち、パ ットナムの言葉 を使 うと 「信頼」

や 「ネ ッ トワーク」が醸成 されることによってコミュニテ ィにおいて自発的協力が行 われ

る ようになる とい うことである。 この ようなコミュニティにおける関係性は 「ソーシャル

キャピタル」 とよばれる。パ ッ トナムはその著書"MakingDemocracyWork"の 中で、人々

が協力 し合 い経済的に も成功 した コミュニティをつ くっている地域 とそ うでない地域 の違

いはこの 「ソーシャルキャピタル」があると唱えている。21芸術文化 はボウモル とボウエン

の研究 の中で唱えられているように、舞台芸術 をつ くりあげるための時間やコス トの削減

は困難である。 しか し、その一一つの 「生産物」を協働 して生み出す時間の中で ソーシャル

キャピタルが生み出されることは容易 に考 えられるであろ う。また、公共文化施設の計画

段階、 また執行段階における行政 と住民のコミュニケーシ ョンによってテーマ コミュニテ

ィに留 まらないソーシャルキャピタルが生み出 されることも考えられる。

③ 機会の平等

三つ 目の理由 として機会平等の確保があげ られる。 ボウモルとボウエ ンはその研究の中

で舞台芸術の観客の属性 は高所得 ・高学歴 ・専 門職に偏 っているこ とを指摘 した。 日本に

おいて も芸団協の調査 によると、「芸能」(こ の場合演劇 ・舞踏 ・音楽)を 鑑賞 してい る人

は一度 も鑑賞 していない人より年収が高い ことがわかる。

図II-5
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全体
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2。 「文化 政 策入 門」池 一ヒ淳他 丸善 ライ ブラ リー200i年P.37
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「舞台芸術の鑑賞行動 調査報告書」 よ り

この原 因は大多数の人が舞台芸術 に対 して関心が薄 いということの表 れではな く、その学

習機会が はば まれて きたか らであ り、政府は低所得者の芸術に対するアクセスを確保 する

必要があるとボウモル とボウエ ンは指摘する。 また、人の嗜好 は青少年の段階で決め られ

る とい うことか らも舞台芸術に触 れる機会を未成年者に提供する必要 もある。

また、地域的平等の確保 も必要である。伊藤(2001年 、P.91)に よると、どの地域の人々

も等 しく芸術 に触れる機会を持 ち、文化的な生活 を営む権利を持っているとい う立場か ら

は、芸術の地理的拡散 に政府が関与することの必 要性が主張 される ことになるとい う。図

II-5に 示 されているように、 日本 において地方 より東京 に住む人々のほうが過去一年で舞

台芸術 に触れる機会が多いことが分かる。この ような大都市圏への集 中に対する地理 的拡

散が主張され、多 くの国にとって文化政策の主要の目的となっている。22

本論文では、①必然的に赤字である②外部性が存在す る③機会の平等 を確保す る、とい

う3つ の公的支援 を肯定す る 「根拠」 を支持 し、公共文化施設は 「公的支援 を受けるべ き

だ」 という視点にたって議論 をすすめる。

21"MakingDemocracyWork"RobertPutnam
,PrincetonUniversityPress,1993P.167

22ア ー ツ マ ネ ジ メ ン ト概 論 伊 藤 裕 夫 他 水 曜 社2001年P
.91
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皿.公 共文化施設の評価 について

本章では、公共文化施設の評価 をめ ぐる背景、現状、課題 について論 じてい きたい。公共

文化施設 に公的支援が必要であるとい う視点 にたった場合、その必要性 を住民や行政 に対

して示 していかなければならない。そこで、「評価」 を導入することによって示 してい きた

い 。

1.公共文化施設の評価 について

1.1グ ラフか らみる評価 の現状

現在公共部門において行政評価が導入 されるようになって きた。下の図のように、その

評価導入率 は都道府県、政令指定都市、市区町村すべてにおいて急激に増加 している。

図III-1

行政評価導入率

100%

80%

60%

40%

20%

0%

灘難灘灘灘灘鑛馨灘難灘灘灘蕪

畿
蟻

嚢
藤繍 藤1翻

灘灘

//!!
平成14年 度行政評価研究会報告書 より作成23

この背景 には、1999年 に 「評価」が国の行政機関の本質的な活動 とされ、 また20

01年 に 「行 政機関が行 う政策の評価 に関する法律」が制定 されるなど中央政府 を中心 に

評価が制度化 されて きた動 きがある。 これらの制度化は、 自治体 は直接対象 となっていな

いが16兆 円 を超える国庫支出金が地方に出 されているため、実行主体である自治体 の協

力 をもとに評価が行われる必要がある。このような補助事業 を通 して評価が浸透 して きた。

24

これ らの行政評価の中にはむろん公共文化施設 も含 まれる。公共文化施設の評価 は前章

で記 した とお りそのサービスの特性か ら(外 部性 の存在や効果測定の難 しさ等)他 の公共

23h鯉 ㎜ 鯉uy'/hck/li4
.hm1

24「公共経営 と情報通信技術一 「評価」をいかにシステム化するか一」 古川俊 …他NTT

出版株式会社2002年P49
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事業 と同様 に評価することは危険であ り、誤 った政治判断につなが りかねない。 しか し、

下の図III-2に あるように、文化行政 を他の公共事業 と異なる手法で評価 している自治体 は

少 な い 。

図III-2
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この た め、効 率性 や数 量 的 な評 価 が主流 の行 政評 価 に よって公 共文 化 施設 は閉鎖 や事 業

縮小 に追 い込 まれ て きてい る。

1.2公 共文化施設評価をめ ぐる背景

① 政府の活動領域の縮小

現在、公共部門における不 良債権の増大、経済の低成長、な ど現在財政赤字が累増 して

きている。 また、政府の財政支援 によって地域経済の財政依存が強まっていることが、地

域の自立的な発展につ なが っていない といった反省がでは じめてきた。他の先進諸国 にお

いては1980年 代 にサ ッチ ャー首相や レーガン大統領な どを筆頭 に新保守主義的な考 え

に基づいて民営化や公共部門の効率化など改革がなされて きた。 日本 はバブル景気 に助 け

られ公共部門の縮小 は大幅に遅れ、最近になって特殊法人や特別会計の見直 し、PFIな どが

広が って きた。 このようにこれまで直接公共部門が担 って きた分野を民間にサービス を供

給 させ、外部化 してい くと、行政はそれらの仕事評価 を行 ってい く必要がある。25

また、限 られた予算の中で施策や事業 にプライオリティをつけ、適切 に行 政資源 を配分

するための判断材料 として評価が求め られて きている。下の図III-3か ら分かるように、公

共文化施設の運営費 は主に設置団体である行政主体の委託費 と補助金 に依存 している。 こ

れは、厳 しい財政状況にある市町村財政 を大 きく圧迫 していているため、「顕在需要」が少

25「 公共部門評価 の理論 と実際」 古川俊一他 日本加除出版株式会社2001年P .5
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な く採算 の取れない非効率的な文化事業費は どの事業 より先に削減 されて きている。前章

で述べた公共文化施設 の特殊性 を踏まえた上での評価が求め られている。

図III-3
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② アカウンタビリティ

古川(2002、P5)に よる と、アカウンタビリテ ィとは 「民主主義の下では政府が主権者

に申 し開 きをし、その内容の責任 をとるとい う発想から生 まれて きた概念 である」 とい う。

これは所謂 「説明責任」 とい う狭義で はな く、予算 の策定、執行、決算、結果の評価 につ

いて も責任 を負 うとい う広義 の 「アカウンタビリテ ィ」が市民 か ら求め られてい ることを

示す。26実際に、総務省 「社会意識 に関する世論調査」 による と、国民の6-7割 が 「民意

が国の政策に反映 されていない」 と考えてお り、「国民が参加で きる場 を広げる」 ことを求

めている声が10数 年で2倍 に も増加 しているとい う。27この ように行政サービスに対する

ニーズの多様化 ・高度化 しているなかで、公共文化施設はかかる負担 と受益 を明確化 した

上、市民 に対 して住民ニーズに即 した公共サービスであることを説明 してい く必要がある。

③ 公共部 門の効率化 ・市場 メカニズム活用

政府 の予算 の使 い方や職員の仕事の生産性 をあげるために、民間企業 で使 われ る 「目標

管理(MBO、ManagementbyObjective)」 の手法 を行政経営 に活 かす ことが求め られる

ようになって きた。行政は民 間企業 と違 って競争がないため、その創造 的な革新や努力 を

起 こすため には高い 目標 を掲 げその目標 をいかに達成 したか情報公開 をもとに住民 の目に

26「公共経営 と情報通信技術一 「評価」をいかにシステム化す るか一」

出版株式会社2002年p.17
27『 「行政のアカウンタビリティ」待望論 の盲点』 三菱総研研究所

古川俊一他NTT

1998年
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さ ら して いか なけ れば な らない。28

そ こで、欧米 で は1980年 代 か ら形 成 され て きたNPM(ニ ュ ーパ ブ リ ックマ ネ ジメ ン ト)

が 日本 で も一種 の ブー ム と して取 り入 れ られ る よ うになっ た。上 山(2003、P.41)に よる

とNPMと は、 「民 聞企 業 にお け る経 営 理 念 ・手 法 ・成功 事例 を可能 な限 り行 政現場 に導入

し、行 政部 門の効 率化 ・活性 化 を図 る こ と」 と定義 してい る。上 山 があ げ るNPMの 基本理

念 は① 顧 客 志 向② 成果 主 義③ 競 争原 理 の導 入④ 現場 へ の権 限 委譲 の4つ で あ り、 これ らは

民 間の発 想 を行政 に取 り入れ た もので あ る。

NPMは 、事業 の実 施 か ら 目標達 成 まで を 「インプ ッ ト(投 入費)」 「ア ウ トプ ッ ト(活 動

結果)」 「ア ウ トカム(効 果 ・影 響)」 「イ ンパ ク ト(一 定期 間 の後 の効果 ・影 響 、 また は"社

会 の 一般 的 な価 値 基準"に 基づ く評 価)1と4段 階 に分 けて 、その経 済性 、効 率性 、妥 当性

をチ ェ ックす る手 法で あ る。そ の評 価 をPlan⇒Do⇒Check⇒Action⇒Plan⇒Do・ ・の よ う

にPDCAと 呼 ば れ るサ イ クル にお いて 、事 前評 価(Planの 段 階)、 中間評価(Doの 途 中)、

事 後 評価(Check)を それ ぞれ の段 階で行 う。29

國 → 匝]→EOut・ ・md→[!iliilll]

↑ ↑縛　 … 一辛 … 一_一 ＼

:
経済性L-一 効率性 妥当性

NPMを 公共文化施設 に適用する際、困難 な問題にぶつかる。それは、「アウ トカム(効

果 ・影響)」 を計測することが困難であること、 また、効率性が高いことが必ず しもよいア

ウ トカムにつなが らない ということである。 しか し、現場職員が問題 を認識 していて も変

えることので きなかった閉塞感 を打破するツール としてNPMを 活用す ることが可能であ

る。30この ような期待が現在の行政評価のブームを支えていて、公共文化施設 に対 して も応

用 されて きている。

2.公 共文化施設評価 の問題

2.1行 政評価 の限界

これ らの背景によ り、 日本 においては行 政評価が都道府県や市町村 において急激 に導入

されるようになった。 しか し、既 に様 々な面 で限界が見 え始めている。現在導入 されてい

る3つ の代表的な行政評価手法の限界 と利点 を下に示す。

28「 実 践 行 政 評 価 」 上 山 信 一 他 東 京 法 令 出 版2000年P70

29Thl●iluifuli'1● ●
,田 中広

樹PHP,2001P.32
30「 自治体 再生 戦略一一行 政評 価 と経 営改 革」 ヒ山信 一 ・井 関友信 日本 評論 者200

3年P.46
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1)事 務事業評価

利点 限界

行政一般

職員の意識改革 大 量 のペ ーパ ー ワー ク

無駄 のチ ェ ック 前年度の評価 シー トの 「踏襲」 にとどまる

政策 レベルの問題 を解決 にはつなが らない

予算査定を意識 した自己採点に留まる

住民 に とって分か りに くい

公共文化

施設

特有

他公共事業 と同様 に評価 される

ミッシ ョンが不 明確 な場合 が多い

指標が 「入場者数」「稼働率」のみに限 られている場合が多い

上 山(2002、P157)、NIRAVol.16N.5、 イ ン タ ビ ュ ー よ り作 成

2)ベ ンチマ ー ク評 価

利点 限界

行政一般

住 民 に とって

分か りやすい 業務の影響か判断で きない

公文施特有 現場 で コン トロール しに くい指標 が多 い

関心 を持つ需要者がいない

上 山(2002、P157)よ り作 成

3)住 民参画評価

利点 限界

行政一般

施策サイクルヘ リンク 感覚的な意見・裏づけがない意見が多い

客観性の担保 議論が深まらない

市民の成長につながる施設建設時で評価が固定されているものが多い

公文施特有

環境などのテーマに比べて主体的な評価意識・意欲がない

事業の実施プロセスや実施後のアウトカムには関心が払われていない

顕在需要の分析だけでは不十分

NIRAVol.15、Vol.16N.5や イ ン タ ビ ュ ー よ り作

成

4)専 門家による評価

利点 限界

行政一般

公文施特有

客観性の担保 政策反映につなが らない場合が多い

質的評価が可能 形骸化(評 価する時期や予算が限 られている)
一部有識者による閉ざされた評価

古川(2002)、NIRAVol.16N.5よ り作成

上記の評価 の限界 の中か ら、公共文化施設 に特有の問題か ら4つ 取 り上げ、具体的な問

題点 を明 らかにす る。

_【畳 題ユエ ー部有識者に よる閉ざされた評価 ・外部評価制度の形 亥化

28



公共文化施設の運営は、政府の補助金 によって大 きく影響 されて きた。文化庁 は平成14

年か ら毎年 「芸術拠点事業」 として 「自ら企画 ・制作す る能力 を有す る文化会館 ・劇場等

に対する支援」 を実施 している。 この ような文化庁の支援 の選定先 となる会館 は、多額の

補助金 を受ける ことがで きるため多 くの公共文化施設は文化庁の提示する条件 をそろえよ

うと してい る。 しか し、この選定に関わっている専 門家へ のインタビューを通 して、選定

をする際の 「評価」 における問題点が浮かび上が って きた。

D氏(芸 術拠点事業の選定委員)イ ンタビュー

「評価 をするための予算 と時間が限 られている。芸術拠点事業 などの多額 の補助金 に対

して、大量 の応募があるがそれ らの資料 をダンボール箱2つ に詰めて専門家が家 に持 ち

帰 って読み通 している状況である。面 白い と思った事業があった場合、紙面では分か ら

ないことが多いので実際 に見 に行 く必要がある。 しか し、その旅費 は出ないため現実的

に難 しい。 よって、紙面で分かる範 囲で評価 しているのが現状である。今年度 になって

評価 に対す る予算が増 えたが、それは専門家の人数が増 えただけであって、実際一人一

人が評価 に費やせ る予算は更 に減った。 このような限 られた時間 と予算の中で専 門家が

評価 をしているのが現状である。」

また、現状 として 自治体が設置 している外部評価委員会は年 に2、3回 しか開かないのが

現状である。

A氏 インタビュー(B館 文化協会専務理事)

「多 くの文化施設 の外部評価委員会や ア ドバイザ ーなどはその町 に住 まない専門家であ

った りする。それでは市民の意向を汲み取った り、事業に反映す ることはで きない。市民

か ら見えない外部評価委員会などの制度 は多 くの場合形骸化 してい るのが現状である。困

った専門家の場合 、自分の嗜好や専門性 に近 い事業展開 をしようとするので、 どん どん地

元の意 向とは離れてい って しまう。」

」問題2】 他公共事業 と同様に評価されている

文化行政 に対 する評価 を単独で行 っている自治体 は平成14年 度現在4つ の自治体 にと

どまる。31下の図 は平成12年 度 に全国の主要都市 を対称に文化庁が実施 した調査結果で、

文化行政 を評価 する仕組みの導入率 を示すグラフである。

図III-5

31ArtsPoli鯉&ManagementNo
.13藤 枝 聡 三 和 総 研 研 究 所2001P11
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文化行政を評価する仕組みの有無

4%

圏総合計画の評価の一環として
行っている

圃評価は特に行っていない

■文化行政に関して単独で評価
している

ArtsPolicy&ManagementNo.13P.1.1よ り

このグラフか ら、評価 を行っていない公共文化施設が半数以上 を占め、評価 を行ってい

て も総合計画の一環 として行 っている公共文化施設が多い ことが分 かる。 これは、即 ち前

章で述べ たような公共文化施設の特質 を踏 まえない上で、一律 に評価 されていることが分

かる。多 くの評価 シー トは参考資料4の ように数的な評価指標 を求めている。多 くの場合、

この数的評価指標が 「入場者数」 と 「稼働率」であ るため、現場職員は入場者数 と稼働率

の増加にむけて努力することになる。 この結果、「入場者数」 が少 な くても教育的に意義の

ある事業、波及効果のある事業が無視 される可能性がある。

問題3ミ ッションの不壁

以下の図のように、評価 においては組織 の 「ミッシ ョン」 を 「目標」へ と下ろ し、 さら

に政策、施策、事務事業へ と下 ろしてい くプロセスが不可欠である。 また、事業の評価 を

し、理念に反映 させるとい うフィー ドバ ックも必要である。

図III.6

目標

事務事業 事務事業 事務事業 事務事業

高寄(1999,P.75)を 参考 に作 成
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このときに重要なの ことは、事務事業の結果 を理念 レベル と照 らし合わせた ときに、 ミ

ッションが明確であることでる。 しか し、公共文化施設の ミッシ ョンは明確でない場合が

多い。その理由 として、公共文化施設は社会教育法 によって一定の専 門性が保 たれてきた

公民館、図書館、博物館 な どと異なって、その国法的な根拠 はな く役割 は各 自治体の条例

に委ねられて きたことがあげられる。32また、第II章 で述べたように建設 ラッシュのときに

行政主導で建設された公 共文化施設の多 くは、予算 と規模主導公共投資政策 によってその

ミッシ ョンが不明確 なまま建 てられたことも理由 として挙げられる。

河島(2001、P8)に よると、多 くの場合は 「優れた(芸 術)文 化 をより多 くの地域市民、

そ して広 く社会に対 して、享受できるような機会 をつ くること」 というような文言に集約

で きるとい う。 この場合、「優れた(芸 術)文 化」 とは何 か、 また、「より多 くの地域市民

に普及 させること」 とい うことであれば入場者数で図ればいいのか、な どと多 くの疑問が

浮かび上がって くる。この ような議論がなされないと 「ミッション」は どの ようにで も理

解 できるため、「施策」「事業」 をつ くる段階で考慮 されず、評価そのものが形骸化 されて

しまう。

また、下の図のように、市町村、政令都市、都道府県全 レベルにおいて行政評価の対象

は 「事務事業」 に対するものが圧倒 的に多い。これは、「施策」や 「政策」 自体へ の照 らし

合 わせや評価がな されないため、入場者数や稼働率 などの数字の上下だけに惑 わされて し

まう危険 性がある。それを防 ぐためにも、施策や政策その ものの評価、 また、 目的実現へ

の道の りを明確化 し、 ミッションを明文化 してい く必要がある。

図III-7

「
市区町村

}

i政 令指定都市

都道府県

行政評価の対象

}て
諭 ヤ'"賦 二"鮒}壌 翼 蝋 ㌔ 、 騨 麟 い 。 き 挙 擦'蹴 憾 騨 こ 蝿

騰_戦 一 __、 へ

。『 轡撃 ∵曳醗lll際 騰∴灘
ヨ

難 雛 雛 一 轟 難 へ 、黙
＼

塾 無
.1 一 一 鍵謙1:蟻

團 圏 顯 ・愚 一 難盤 議鑑
1融 、、樋 頓紬 鹸 、 一

0% 20% 40% 60% 80% 100%

醐

平成!4年 度行政評価研究会報告書より作成

問題4顕 需要の分析だ壁 燈

II章 において公共文化施設の特徴 として 「外部性」があることを述べた。その中で特 に

32劇 場事業法(仮)の 提案 鈴木患志他 日本芸能実演家団体協議会2002年
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低所得者層 において 「大多数の人が舞台芸術 に対 して関心が薄いとい うことの表れではな

く、その学習機会がはばまれてきた」 ことを取 り上 げた。現在直接 的なニーズが な くとも

行政は支援 を していかなければいけない とい う点は、評価 において大 きな意味 を持 ってい

る。

ある市で行われた アンケー ト結果である資料5に 表 されているように、多 くの場合市民

の中で共文化施設 を 「必要 と感 じている」割合は 「環境」「福祉」 「医療」 などの他公共サ

ー ビスの中で 目立 って少ない。 これについて、アンケー トを行 った市 は住民の 「優先順位」

が低 い施設 として位置づ けているが、 この ような判断がなされることは上記の 「外部性」

を考慮 していないことの現れである。

この ようなことか らも、現在 の顕在需要か らその施設 に対す る公的支援の必要性や施策

のプライオリティを問 うのではな く、長期的 な視点 にたった指標作 りと評価 が必要であ る

ことがわかる。

これ らの評価の限界やその具体的な問題か ら、評価 を導入す ることだけが先行す ると形

骸化 して しまうことがわかる。 また、住民が評価 に参画 をす る場合 は顕在需要 を満たすの

で はな く、外部性 を考慮 したマネジメン トが必要 になることが分 かる。よって、現在必要

とされているのは多様 な評価 を組み合わせそれぞれの レベルで実際の業務へ の反映が必 要

とされていることが想像 で きる。

3戦 として の誇価 モ デル:「 ニ ュー ・パ ブ リ ック ・ガバ ナ ンス モ デル

このような行政評価の問題 を克服するためのモデル、「ニュー ・パ ブリック・ガバナ ンス」

モデルが、2003年 に上山氏他 によって 「自治体再生戦略」の中で提言 された。この 「ニュ

ー ・パブ リック ・ガバナンス」モデル(以 下
、NPGモ デル)は あ くまで も理念的なモデル

であるため、この節の中で公共文化施設 におけるNPGモ デルをより具体化 してい きたい。

3.1モ デル を採択 した理由

現在行 われている公共文化施設に対 する評価の限界か ら、細 かい評価 シー ト作 り方や指

標化 などの方法論が重要 なのではな く、その地域や施設にあった評価のあ り方 を生み出 し

持続 させ る環境 をいか に作 るか、 とい う点が重要だ とい うことがわかった。NPGモ デルを

採択 した理由は、NPGモ デルは 「評価体系を生み出す成立条件」 に着 目したモデルである

とい うこと、 また、現在既に多 くの 自治体が導入 しているA型 ～C型 の行政評価 を踏 まえ

た現実性のあ る評価のあ り方 を示 している、 ということか ら採択 した。D型 モデル 「ニュ

ー ・パ ブ リック ・ガバナ ンス ・モデル」 とそれ らの成立条件 を紹介する前に
、現在 日本に

導入 されている3つ の タイプの行政評価を 「地域 自治体戦略」(1二山、2002)よ り要約する。
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3.24つ の モデ ルの紹介

図III・4

B型:TQMモ デル

【職員の意識改革 ツール】

より現場主義
▲

型:ニ ュ ー ・パ ブ リ ック ・ガバ ナ ンス ・モ デ

【戦 略 的 な行 政改 革 ツ ール】

r一 ＼
・現場での自立改革

・個々 人レベ ルの意識改革

叉 ●制度や組織の慣行へ の挑 ノ

■

r'＼
・公 務員 の徹底 したプロ意

識

て'住 民の主体的参画 ノ 行 の
一

行政の組織内

での努力
舎 -『一 軸

一 一4■ 」 」

刺激《 ■

rへ
・資源配分 による管理

・管理部門による統制

叉'調 書主義 ノ

■ ゆ

▼C

r■'＼
・情報の積極開示

・評価基準策定過程 における

住民主権 と行政 との緊張関係

・多元的議論 と指標解釈の自由

垂:任 民 コミユニ ケー ン ヨン.モ デイA型:査 定管理モデル

【行政内部の管理 ツール】 【住民参画ツール】

より中央集権的

上山(2003、P51)よ り

「A型:査 定管理モデル」

現在 日本全国に導入 されている行政評価 の大半が このカテゴリーに入 る。 これは、人事

や予算の中央統制 をするツール として、財政、行革推進部門、企画な どがイニ シアテ ィブ

をとって行政評価 をすることである。 目的は 「無駄 な事務事業 の洗い出 し」であ り、成果

は予算の削減や廃止 された事業の数 で表現 される。事務事業評価住民が求める情報公 開を

することも可能であ り、行政側が廃止 したいと思 っていた事業 を廃止す るこ とも可能であ

る。事業の必要性や重 要度の ランクは担当者 と管理部 門の主観で決め られることになるた

め、「行政評価」 としての意味が どれだけあるのか疑問である。

例:大 半の行政が導入 している事務事業評価

「B型:TQMモ デル」

これは、A型 が一つ進化 したモデルである。A型 と違って実施主体が事業部門の現場職員

であ り、 目的は 「現場業務のや りかたの変革 と職員の意識改革」である。成果 は顧客満足

度 と職員のや りがいの達成度 によって表 される。TQMと は 「TotalQualityManagement」

の略であ り、 日本企業が生産性改善 に使 って きた手法 であ る。 ここでの問題 は、公務員の

自己満足 に陥って しまうことである。

例:三 重県庁 「事務事業評価 システム」福岡市役所 「DNA運 動1
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「C型:住 民 コ ミュニケーシ ョンモデル」

A型 やB型 と異なる点 として、評価の実施主体が行政側ではな く住民であることである。

目的は外部の視点か ら目標達成度 をチェ ックす ることにあ り、成果 はその達成度 によって

計 られる。C型 には二つのタイプがある。一つは、住民が行政 と評価 目標 を合意 し、政策ニ

ーズ と評価指標 を出 し行政機関が考えるとい うパー トナーシップ形である。 もう一つは、

行 政 とは一線 を画 し、市民オンブスマンの ように行政機関の情報公 開度 ランキ ングを作成

してい くような形である。 ここでの条件 は情報開示 である。問題 は、行政の施 策や予算の

制約 と無関係 に問題が浮 き彫 りにされてい くことな どがあげられる。

例:青 森県庁 「政策マーケテ ィング」、オレゴン州 「オレゴンシャイン計画」

3.2「D型:ニ ュー ・パ ブリック ・ガバナンス ・モデル」 の成立条件

ニュー ・パ ブリック ・ガバナンス ・モデル(以 下、NPGモ デル)は 本論文 のケース分析

においてベース とする理念型の行政評価 のあ り方である。また、NPGモ デルはB型 とC型

モデルの成立条件 を踏 まえた融合型で もあ り、それぞれの長所 を組み合 わせたモデルであ

る。次 に、「自治体再生戦略」で挙 げられているNPGモ デルの3つ の成立条件 をもとに、

公共文化施設におけるNPGモ デルの成立条件 をより具体化する。

【NPG成 立条件1】 公務員のプロ意識=住 民 と行 政の信頼関係

これは、言葉 を変 えれば住民 と行政の信頼関係である。公務員のプロ意識 と筆者が書い

ている理由 としては、住民か ら見て信頼 できるプロフェショナルが公務員にいなければ信

頼関係が成 り立たない と仮定 しているか らである。筆者はその成 り立つ要因としてB型 と

C型 の成立要因で もある 「公務員の変革意欲の高 ま り」「行政 と住民 とのよい意味での緊張

関係」「情報公開」 などをあげている。本論文では、直接利益 を受けている住民が少ない公

共文化施設の場合、信頼関係 を醸成 してい くための戦略 をケース分析 を通 して明 らかにし

てい く。 ここにお ける 「行政評価」の役割は、行政 と住民が同 じ共通言語を もって成果や

目標 を語れることにある。

【NPG成 立条件2】 住民の主体的参画

二つ目の成立条件 は、C型 における行政へのチ ェックという住民 の役割 を超 えた、「執行

段階」 「計画段 階」「政策立案段階」 における主体 的な住民の参画である。執行段階での住

民参画は、公共文化施設の経営か ら裏方ボラ ンテ ィアまで幅広い参画方法が考 えられ る。

執行段階 において住民が参画すること、 もしくは行政 と協働 をすることは、 どのような条

件 において もよい結果 をもたらすわけではない。外部の視点を通常業務 に盛 り込 むことに

よって、現状肯定 と組織 の既得権益の保全 に陥ることか ら防 ぐことがで きるが、反対 に特

定 の住民集団の嗜好が全 ての住民の意向 と同 じように扱われ実際の住民 満足 につなが らな

い場合 もある。次章 におけるケース分析で、執行段階における住民参画をよいパ フォーマ
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ンスにつなげる要因 をみつけてい きたい。計画段階での住民参画、 もしくは 「パブ リック

インボルブメン ト」の利点は住民 の意見 を反映す ることによって、例 えばその公共文化施

設に対 して 「自分 たちの もの」 という意識 と責任 をもたせ ることがで きるとい うことであ

る。最後に、政策立案段階での住民の参画 は例 えば公共文化施設 に限 らずその地域の文化

政策の ビジョンや まちづ くりのビジ ョンを政府 に提示することなどが考 えられ る。

【NPG成 立条件3】 多元的 ・分権的統治秩序

ここでの 「多元的」 とは、特定の課題 ごとの住民 との協働 をさ し、「分権的」 とは、行政

内部 と外部の評価の補完融合 と行政内部各層 間における評価の補完融合関係 をさす。多元

的な評価が必要な理由 として公共サ ービスにおける 「個々の問題が特殊化 している」 こと

などか らその問題 ごとにプロフェシ ョナル と行政が多 くの問題 を解決 してい く必要がある。

その透明性 を確保するためにそのプロセス と結果 を情報公 開することが条件である。

「分権的」 な評価 が必要な理由は、外部評価 もしくは内部評価 の どちらかだけでは欠陥

が生 じるか らである。外部評価だけを導入 した場合、問題点の指摘 だけに留 ま り 「的外れ」

になって しまう危険性があ り、内部評価 だけでは自己満足的で 「独 りよが り」 になって し

まう。 このように行政内部 と外部か らの評価が補完 しあう関係 をつ くることが条件である

と同時に、その評価が行政内部の各層 においてなされることが重要である。A型 モデルのよ

うに管理部門だけが行 った り、B型 の ように現場職員だけが行 って も、評価の 目的化、また、

政策への反映がな されないな どの問題 を克服することはで きない。本論文後半で行 うケー

ス分析においては、 この補完関係 を成 り立たせ る戦略を導 き出す。

3.3チ ェックリス トの作成

本論文 にて取 り上 げる4つ の公共文化施設 におけるNPGモ デルの成立度 を測定するた

めに、公共文化施設の特質を考慮 し要素 をよ り具体的な項 目におと してい く。

【成立条件1】 住民 と行政の信頼関係

要素1は 「行政 と住民の信頼関係」の有無、 もしくは推移 を、 ヒア リングより分析す る。

【成立条件2】 住民の主体的参画

要素2は 、住民の参画 を執行段 階、建設計画段階、政策段 階に分けて、 ヒアリングや資

料 よ り分析する。建設計画段階 を重視する理由は、公共文化施設 は街 のシンボル的な役割

を もつだけでな く、一度建設 される と変更(規 模、立地、外観 など)が 困難であるため建

設計画段階か ら住民の意見を反映 してい くことが現在 のパ フォーマ ンスにつ ながる重要な

要素だ と考 えるからである。

【成立条件3】 多元的 ・分権的統治秩序

「分権的」 な統治秩序 をチェックす るために、3つ の評価 の レベル とそれに伴 う分権 の

度合 いを計測す る。多様 な評価 のあ り方が確保 されているかチ ェ ックす るため に、レベル

を3つ に分けた。3つ の レベルとは、行政 レベ ルでの評価 としての 「事務事業評価」、現場

レベルでの評価 と しての 「館独 自の成果指標 と事業評価」、外部評価 としての 「専門家の評
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価」である。

「事務事業評価」 は、多 くの自治体で導入 されている事務事業評価が公共文化施設の予

算 に大 きく影響 を与 えていることか ら評価対象 とした。「館独 自の成果指標 と事業評価」 を

項 目としてあげた理由は、公共文化施設がそのサー ビスの特質 を踏 まえて独 自に成果や プ

ロセスを指標化 し、住民や行政 に対 してその必要性 を説いてい くことが求め られてい るか

らである。「専 門家の評価」 を指標 とした理由は、インタビューよ り公共文化施設 はその稼

働率 や入場率だけでな く 「質」 を評価する必 要があることが分かったか らであ る。質 を経

営部 門や現場職員が客観 的かつ適切 に評価することは困難 であるため、専 門家 による評価

が必要だと考 える。

これらの3つ の レベルに加えて 「評価 と経営の分権化」 を指標 として挙 げた。 これ を指

標 として挙げた理由は、評価が外部 と内部 を補完 し合 う形で行 われるだけで な く、公共文

化施設内部 において経営や執行 に関わる各層が他 の層 に対 して評価 を行 っているか判断す

るためである。

また、「多元的」 な統治秩序の条件 とされている 「情報公開度」 を項 目に加えた。情報の

公 開は、単 に結果のみ ならずそのプロセスの公開が重要 とされてい るため、「結果」 と 「プ

ロセス」 を分けて指標化 した。

このようにNPGモ デル成立条件を公共文化施設の特性 を踏 まえて分解 したチェ ックリ

ス トが表III-1で あ る。 このチ ェックリス トを用いて次章 で各 ケースにおけるガバナ

ンス を分析 してい く。

表III-1一
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行政と住民の信頼関係

執行段階における住民参画

計画段階における住民参画

政策段階における住民参画

館独自の成果指標と事業評価

評価と経営の分権化

評価のプロセス
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IV.ケ ー ス 分 析



rv.ケ ー ス 分 析

この章では フィール ドワークを行 った4つ の文化施設の紹介 と前章 のチェックリス トをも

とに行った分析 を整理 し、パ フォーマ ンスの高い公共文化施設の共通 した戦略を導 き出す。

1.ケ ースについて

1.14つ のケースの と概要

公 共文化施設のNPGモ デル とパフォーマ ンスとの相関関係 とモデル成立の共通戦略 を導

き出すために、住民が主体的に運営 に関わっている公共文化施設のうち4施 設 を分析 した。

表IV・1

Bottom-Up型 Tbp-D・wn型

地 小出郷文化会館 A館

方 設立年度:平 成8年(1996) 設立年度:平 成5年(1993)

小 「町村」 稼働率:100%(2002年)

運営主体:小 出郷広域事務組合

稼 働 率:90.9%(1999年)

運営 主体:財 団法 人A(～ 且.11年 度)

都 人ロ ⇒教育委員会(現 在)

市 1万 ～ 施設特徴:民 間大工が館長 施設特徴:住 民企画 プロデューサー

5万 人 と住民スタッフによる運営

規模 人 口:12,945人(小 出 町) 人 口:20,000人

45,386人(小 出郷)

地域特徴:平 成16年 合併、魚沼産コ 地域特徴:平 成17年 度までに合併計
シヒカリ生産地 画

地 B館 金沢市民芸術村

方 設立年度:平 成1年(1989) 設立年度:平 成8年(1996)

中 肺 」 稼働率:算 出 していない

運営主体:文 化協会(～E.12

稼働率:100%(2003年)

運営主体:金 沢市創造文化財団

枢

都

市

人1コ

20万 ～

50万 人

規模

年度)⇒ 財団(現 在)

施設特徴:住 民行政パー トナーシップ

運営の先駆 け文化施設

人口:200,000人

地域特徴:城 下町

施設特徴:365日24時 間運営

住民代表 に委託す る

デ ィレクター制度導入

人ロ:456,438人

地域特徴:城 下町、観光町

注 匿名性 を確保す るため、A館 とB館 は人口 と設立年度 を若干変えている。

1.2ケ ース選定 ・整理 の理 由

4つ のケ ー スを選定 した条件 は以下 の とお りで あ る。
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運営において住民が主体的参画 していること

行政予算をもとに運営され、行政管轄の運営形態であること(財 団法人、広域

組合、直営のいずれか)

ケースを 【都市規模】 と 【住民参画の形態】の2つ の軸に沿って選 び、分析 を した。その

理由を下に記す。

【都市規模】

今 回の調査 においては大都市圏や政令都市 を除いた。その理由は3つ ある。1つ 目に図IV-

5に 示 されているように大都市 圏は他地方 に比べ て芸術文化 に触れ る機会が多 く、関心が

高い人が多い ということがあげられる。2つ 目にIII章 の図III-1に 示 されているように政

令都市は行政評価 に対する意識が高い とい うことがあげられる。3つ 目に、下の図IV-1に

記 されてい るように、政令都市や大都市 においては、公共文化施設設置団体か らの委託費

や補助金 などが多 く、その予算の制限が他市町村 と大 きく異 なることがあげられる。 これ

は、 プロパー一職員の雇用 や事業そのものの質 などに影響 を与 えるため、今回は除 くことに

した。

図rv-1

設置団体別 鰍 運営費の収入内訳一平均値}}二

千円 300,000

200,000

ヒ

100,000

0

　 "… 卿∬一

雛翻

雛慧齪躍灘韻髄蝋羅聾欝轟盟1麗躍蹴

瀾騰 掘塑灘 灘 難
設置団体からの 設置団体からの

委託費 補助金
設置団体以外か

らの補助金

國 政 令 市 ・特 別 区

(n=126)

206,19661,903 55,536

圃 市(n=410) 129,160 28ρ03 19!喜82

ロ 町 村(n=94) 43,211 17ρ13 11,3壌9

圏 政 令 市 ・特 別 区(n=126)園 市(n=410)□ 町 村(n=94)

また、20万 ～50万 人規模の 「地方中枢市」 と!万 ～5万 人規模 の 「町村(地 方小都

市)」 に分けて調査 を進めることに した。 このように分けた理由は、公共文化施設やその評

価 を取 り巻 く環境が異なるからである。

〈地方小都市〉現在全国の市町村において合併が進んでいる。特に今回選んだ地方小都市

40



の2つ のケースは平成17年 度 までに合併 をす る予定である。 この ような動 きは、2つ の

意味で地方中枢都市 とは違 う環境 にある。一つは、同 じ自治体下 に公共文化施設が増 える

が、全 てを運営する運営費 を確保するのが困難であ る。公 共文化施設の存続が問われまた

予算額 を減 らされている可能性が大 きくある。二つ 目は、行政内部 の組織の変更である。

図II-2で 示 したように、町村においては91%が 直営 なのに対 し、市 においては58%が

直営 にす ぎない。 よって、直営で運営 していた施設が財団の もと地域全体の施設 を一括 し

て運営するなどのス タイルになる可能性 がある。 このように合併 という政策課題に面 して

いる地方小都市 においては、その公共文化施設その ものの存続、経済効率性 、また、運営

主体 の再考 などが評価の対象 となっていることが伺 える。 また、人 口の過疎化や産業の空

洞化 なども大 きな政策課題 として地域 として持っている。33

〈地方 中枢都市〉

東京一極集 中傾向が鈍化 して きた ことに反比例 し、地方中枢都市への人口が集 中傾向がみ

られる。地方中枢都市 は、居住環境の整備 をはか りつつ個性のある地域づ くりを行 ってい

かなければいけない とい う政策課題 を持 っている。今回選 んだ2つ のケースは双方 とも城

下町 としての歴史 を持 ち、観光地 として も名が知れている地方中枢都市であるため、 まち

なみ保存や 「文化」 に対する行 政政策は比較的に進 んでいると評価 されている。金沢市 は

2005年 に金沢市21世 紀美術館 を開館 させ る予定であ り、B市 は2年 前に新 しい文化施設

を建設 して間 もない。 このように、文化度 を高めるためにハー ドを新たに建設 し開館 させ

てい る中いかに既存の公共文化施設の運営 を持続 し、新 しい文化施設 にその蓄積 を応用 さ

せ るかが課題 となっている。

【住民参画の形態】

住民参画には様 々な形態や種類があるが、 ここでは行政主導で住民参画が行 われているか、

もしくは住民主導で行われてい るか、 とい う軸で整理することにした。

〈 トップダウン型〉

行政が住民による参画 を促 し、行政の首長が大 きな影響力 をもっているタイプ。 トップダ

ウン型では行政の首長が交代 すれば大 きく政策や予算が変 わるデメ リッ トがあるが、文化

に対する理解がある首長 によって公共文化施設は入場者数や稼働率 だけで判断 されず 「質」

の高い事業 を行 うことがで きるというメ リッ トがある。

〈ボ トムアップ型 〉

住民が参画を発案 し行政 に対 して理解 を求めてい くタイプ。ボ トムアップ型では住民が強

い連結 をもとに行政 に対 して理解や改革 を求めてい くため、時間 と労力がかかるというデ

メ リッ トがあるが、その分持続性 を確保で きるとい うメリッ トがある と考 える。

33「 地方再生の経済学」神野直彦 中公新書2002年P79
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2.「 ニ ュ ー ・パ ブ リ ック ・ガバ ナ ンス モ デル要 素分 解 チ ェ ック リス ト

これ らの軸 より選 んだ4つ のケース を、前章で示 した 「公共文化施設」版NPGモ デルの

チ ェックリス トをもとに整理 し、 ガバナ ンスカ を比較 した。その結果が、下の表IV-1の 左

側 に示 されている項 目である。

表IV-1

NPGモ デル要素分解 項 目

小出郷

文化会館 A館

金沢市民

芸術村 B館

1 行政と住民の信頼関係 ○

○

× ○

○
×

2 住民参画

執行段階における住民参画 ○

○

× ○

○

×

計画段階における住民参画 ○ X ○ ○

政策段階における住民参画 ○ × ○ ×

3 行政評価導入

事業評価 シー トの作成 × ○

△(試 験的

導入) ○

館独自の成果指標と事業評

価 ○ ×

△!作 成

中) ×

評価と経営の分権化 ◎ × ○ ×

専門家 による評価 ○ × ○ ×

4 情報公開度

評価のプロセス ○ × X ×

評価結果 ○ / ○ ○

注意1Zと なりているセルー 去一 までの各一

「b」が現在 の各項 目の有無 。 ・
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3.ケ ースの紹介

以下 に4ケ ースの概要 を記す。また、それ ら公共文化施設がNPG要 素 をどのように満 た

すことがで きたか、背景やプロセス を明 らかにしてい く。(チ ェックリス トで 「○」がつい

てい る項 目のみ)

新潟県小出郷文化会館

住民による多元的な運営 と多様な評価によって、革新的な運営をつづける

・灘欝 難
雛 漁融 ・雷 意

熱 騨

・∴ 潔懸 鹸

顎

欝
,ブイール ドワーク期 間:2001年11月21日 ～2004年1月11日(断 続的に)

ブイール ドワーク内容:館 長インタビュー、企画運営委員会委員長 インタビュー、市町村

合併事務所 ヒアリング、友の会会長 インタビュー、合併 シンポ ジウム参加、新潟県行 政に

対す る魚沼地域に対す る提案、広神村 との提携事業の実施、新潟県 出資 の もと小出郷文化

会館 と共 同事業 を実施、小 出町づ くり研究会にて講演、企画運営員会 に出席

産業特徴:【 第一次産業】2,316人 【第二次産業】9,796人 【第三次産業】11,418人

特色 豪雪地帯、2村 過疎地域指定、H.16年 に町村合併 し魚沼市 となる、魚沼産コシ

ヒカリ産地

課題:65歳 以上の高齢者人ロ比率は26.7%。 高齢化 と過疎化が進 んでいる。

運営主体:小 出郷広域事務組合(設 置主体:小 出郷広域事務組合)

難1!00%

塑 里者数:83,161人(開 館当初67,795人)
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腿: 単位:千 円

歳出

報償費 4,442,851

歳入

助成金 22,210,000

組合交付金 16,350,000 旅費 4,758,842

入場料収入 35,170,200 消耗品燃料 4,203,831

諸収入 944,982 食料費 948,046

印刷製本費 8,212,171

役務費 7,174,143

委託料 39,619,693

使用量貸借量 2,366,386

補助金 ・利子 ・税金 2,916,420

歳入合計17虫675,182 歳出合計 74,642,383

テーマ:四 季の響 きと出会いの郷 目的:真 に豊かな暮 らしのために学び と創造の文化の

郷 をつ くる 目標:郷 内全域で文化 の郷 のイメージをつ くる 小 出郷文化会館 を舞台 に魚

沼文化 自由大楽 を設立す る コンセプ ト:① いきい きとした子供 たちの感性 を磨 く②地域

においての芸術文化の各施設 として機能す る③ さまざまな交流 を行 う④世代 を越 えた環境

作 り

皇主韮懸:23

運営スタッフ:9名(非 常勤 を含 む)企 画系 スタッフ5名(9名 のうち)

概要:

小出郷文化会館 は芸術情報プラザな どに 「日本一参加型ホール」 と評価 され、驚異的な

稼働率 を誇 るホールである。 このホールは、1998年 に小 出郷広域事業(小 出郷広域事

務組合)に よって新 たな広域事業 として建設 され、これ を核 としたふるさと市町村圏計画

の ソフ ト事業 を展開 し、広域圏 としての地域アイデ ンティテ ィの形成 をめざしている

図]V・2小 出郷文化会館稼働率の変遷

t20%

100%

80%

60%

40%

20%

0%

遜

図W・3小 出郷文化会館入場者数の変遷
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【1e行 政 と住民の信頼関係】

「3.計 画段 階における住民参画」の項 目にて詳細 を述べ るが、小 出郷文化会館の計画段

階において50回 以上の会合 と議論 を通 して行 政 と住民のパ イプが強 くなった ことが、現

在の行政 と住民の信頼 関係のベース となっている。現在 は、月一回開かれる住民15名(6

町村か ら2名 ずつ代表、文化団体代 表3名)と 教育委員会代表2名 、広域振興組合文化振

興課課長 と館長による企画運営員会で、互い に補完 しあう関係 を築いている。

【2.執 行段階における住民参画】

平成13年 度段階で、小出郷文化会館 において45人 の住民ボランテ ィアのくステージスタ

ッフ〉、住民メセナ団体 として事業費 を支援する107の 企業 と個人か らなる〈サポーター

ズ クラブ〉、公演のPRや 事業 をボランテ ィアで協力す る263人 のく友 の会 〉、住民 自ら

が企画 ・運営す るく住民 プロデュー一ス〉、そ して小出郷文化会館 の事務事業 を月一回の定

例会で評価 し企画す るだけでな く、運営や事業 に関 して理事会 に報告 をしてい くく企画運

営委員会 〉など、多岐にわたる住民の参画システムがある。住民が この ように自ら運営か

ら事業計画か ら資金調達 まで参画す るこ とに よって、 より文化会館 を身近 に感 じるように

なっている。 また、平成12年 には小 出郷文化会館が小出郷 の文化団体 をつな ぐ文化協会

を設立 し、現在 は205団 体、3000人 以上が協会のメ ンバーである。この文化協会 によ

って、同 じく小出郷の文化 を考 える町村教育委員会担当者、公民館担当者、公民館長、友

の会やサ ポー ターズ クラブの関係者が、情報交換 をす る 「場」がで きた。 また、文化団体

の横 のつ なが りがで きたことによって、小 出郷文化会館が ジャンル別 に事業をプロデュー

スすることが可能になり稼働率が急上昇するな どの効果が上がっている。

【3.計 画段 階における住民参画】

新潟県の広域町づ くり事業補助金事業計画の 申請照会が6町 村 に非公式 にあ り、小出郷

6町 村の首長は文化会館 を求めることに した。この背景 には隣接する六 日町が1200席 の文

化会館の建設 を実現 していることなどがあったことも理 由 として考 えられる。計画初期段

階において、広域組合 は新潟県の広域 まちづ くり事業補助金 を受けて住民の声 を くみ上 げ
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ず建設内容 を決め住民 に追認 を求めた。 それ に対 して活発 に全 国の先進的な公共文化施設

の事例 を研究 し、議論 を重ねて きた住民(「 小出 まちづ くり研究会」)が 反発 した。そ こで

現在 の 「運営委員会」 の核 となった 「住民 による文化 を育 む会」 を設立 し、住民50人 が

会議 を50回 以上重ねてホールの建設内容や コンセプ トについて話 し合 った。 この中で広

域事務組合振興室の行政担当者1人 が行政 と住民のパイプ役 とな り、 ファシ リテー トして

いった。行 政側 も住民の意向 「住民参加 のホールにする」「客席数 を変更する」「建物 の材

質 を変更する」などの意見 をほぼ全て反映 し、基本構想 をまとめて住民 に対 して説明 をし

た。最後 に館長を選出す るときも、他の公共文化施設 と同様 に公務員の天下 りや教育委員

会か らの出向 などの行政案に対 して住民が 「住民による文化 を育む会」か らの推薦 を提案

した。民 間館長 とい うことに対 して初 めは根強い反発が行政内であったが、住民が根気 よ

く説得 に通い実現することになった。

ここで特筆すべ きことは、初 めは反発 しなが らも住民の意向 を反映す ることによって行

政 と住民の問の信頼が醸成 されてい ったことである。 また、「自分 たちが作 り上げていった

施設だ」 とい う意識が強いため、計画当時のコンセプ トの もと現在 も事業計画 をし、住民

が運営委員会の中で責任感をもって運営 を遂行 している。

文化会館は開館前か ら各 メディアで取 り上げ られ、ホールア ドバイザーの調査対象 とし

て評価 されるなど、外部評価が非常 に高 く、年々視察 に訪 れる入々が増加 している.地 域

住民 に対 して、またこれ らの外部の機関に対 してのアカウン タビリテ ィ意識が非常 に高 く、

すべ ての事業の費用、集客数、 アンケー ト結果を公開 している。文化庁か らの年間200

0万 円の事業費が平成13年 で打 ち切 られることを機 に、小出郷文化会館 は新 たな方向性

と事業の見直 しを住民 とのワークシ ョップをもとに行 った。構想 については後に述べ るが、

行 う事業 や長期的計画 に対 して住民 を組み入れた事前評価、中間評価 、事後評価 を行 うこ

とによって、住民の理解 と外部か らの評価 を得ている。特に、 これらの事業 に偏 りが なく、

住民のワークシ ョップの意見が13年 度の事業 に反映 されていることなどか ら、住民の意

見 を政策にまとめる仕組みがで きていると言 える。

【4.政 策段 階における住民参画】

現在小 出郷文化会館 は合併 を機 にその組織の変革を試みようとしている。行政側は魚沼

市 になった段階で文化振興課 をつ くり、その 中で運営する案 を提 出 しているが、小出郷文

化会館 はイギ リスの 「アーッ ・カウンシル」(芸 術評議会)の ような組織を市長直属で設立

しその中で文化会館 を運営す ることを提言 してい る。 これは、 日本 において例 のないこと

であ り、実現すれば全国の公共文化施設 に大 きな波及効果 をもた らす。「アー ツ ・カウンシ

ル」 は館長や顧問、事務局長、市民代表 などによって構成 され、 まさに行政 と民間が対等

な立場で運営 を してい くことが実現 する。 これは、市長の交代や行政担当者の交代によっ

て文化施設の方針 や扱 いが変わるケースが多 いなか、市長直下 にす ることに よって文化 に

対 して長期 的な戦略 を立 てて行動に移 してい くことが可能 になる。 この提言 は全国の学識
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者 に も評価 され、多 くの賛同書がある。現在2町4村 の首長が集 まる場でメデ ィアを迎 え

ての提案 を行い、魚沼市の文化行政への主体 的な参画がな されている。その組織図提案書

を資料6に 添付す る。

また、小出郷文化 会館の計画段階で反対運動 をした 「小 出町まちづ くり研究会」は、現

在 も定期 的に集ま り合併 やまちづ くりにおけるさまざまなテーマについて議論 している。

小 出郷文化会館 を作 る段階で一番関わ った住民 グループとい うこともあ り、「小 出郷文化

会館館長」「運営員会長」「サポーターズクラブ会長」「住民企 画の映画企画 リーダー」 「裏

方 ボランテ ィア」 など小出郷文化会館 の運営 の中心 メンバーが ここに集結 しているため、

医療か ら商店街活 性化 まで様 々な政策に対 して協働 し提言する組織 となっている。

【6.館 独 自の成果指標 と事業評価】

小出町を始め として2町4村 は事業評価 を行 ってい ないが、小 出郷文化会館は独 自に評

価 を行 っている。その評価 を4つ 並列 させたい。一つは住民参加型の評価 である。それは、

5周 年 を迎 えた平成12年5月 か ら12月 にかけて行われたワークショップ型の評価 であ

り、実際 その際の評価結果が現在 の事業 の柱 となっている。 このワー クショップへの参加

者 は述べ人数185人 であ り、その評価結果の発表会 には住民300人 が集 まった。

各 ワークショップにおける議題 と内容は以下の とお りである

【第1回 】文化会館4年 間の事業の報告 、検証、グループに分 かれての自由討論

住民が4年 間を評価 した結果は資料7に 添付する

【第2回 】文化会館の文化団体やサポー トする団体の現況 と課題の報告 、今後の ビジョ

ンの策定

【第3回 】2回 までの意見 を反映 した形で職員が提案 した 「魚沼文化 自由大楽」構想 の

発表、グループに分かれて自由討論

【第4回 】「魚沼文化 自由大楽」 の しくみ についての意見交換、自由討論

【第5剛 「魚沼文化 自由大楽」の しくみについての意見交i換、自由討論、ア ドバイザー

(専門家)に よるア ドバイス

【第6回 】「魚沼文化 自由大楽」実現への道の りの明確化、現在文化会館が抱 える課題解

決の アイデ ィアだ し

【第7回 】 まとまってきた 「魚沼文化 自由大楽」 の構想 をグループごとにたた く

【発表会】住民に よる司会 と解説の手作 りの発表会。ア ドバイザー(専 門家)の からの

講評

この評価 ワークショップを通 して住民が記 した 「気づいたこと」 と 「生み出 したこと」は

以下 のとお りである。 これ らは、住民が文化施設の評価を行 うことを通 して発見で きるこ

とを示す ものである。
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気づいたこと 生み出したもの

1.地 域 にある価値 をかんがえるきっかけ 1.地 域全体を巻 き込んだ魚沼文化 自由大楽構想

2.魚 沼 にもともとあった自由大学の歴史 2.小 出郷文化会館 のコンセ プ トの見 直 し

3.小 出郷文化会館 の歩み 3.小 出郷文化会館事業の リニ ューアル

4.小 出郷文化会館の関係団体の成長 4.文 化 を通 した地域づ くりの議論の場

5.小 出郷文化会館が地域に与えた影響 5.小 出郷文化会館の課題

6.住 民 ・文化 団体 の要望 と不満 6.魚 沼文化 自由大楽の実施アイディア

7.自 らが積極的 に関わる必要性 7.住 民 自らが実施する意欲

この評価 のワークシ ョップの中で、 コンセプ トが一部見直 され、目的や 目標が再設定 され

た。これは図III-6に おいて示 されている理想的な事務事業の評価か ら目標へ のフィー ドバ

ックがな されている事例 として考 えられるであろ う。 この ことを通 して、住民が更に参画

意欲 をもった ことにも注 目すべ きである。この評価 を通 して、現場職員、普段関わってい

る文化団体、そ して鑑賞者 の住民が共通の言語 をもてたことも一つの成果 としてあげられ

るであろう。

二つ目の評価 は、館長が 自ら作っている数値評価表である。(資 料8)こ こで特筆すべ き

点は、添付資料 にあるように、「収支」に限 らず、「メデ ィアで評価 された回数」「視察回数」

「館長講演 回数」 「研修の数」「事業旅館使用人数」 な ど波及効果 を数値化 していることで

ある。それ をポイン トとして数えることによって、前年比 を容易に出す ことが可能である。

これらは、第IV章 で述べた 「外部性」を踏 まえた評価指標 となっている。「メデ ィアで評

価 された回数」 「視察回数」 は 「地域 に付与する威信」 もしくは地域のブランディングにど

れだけ寄与 したか数値化 したものである。また、「事業旅館使用人数」 は 「経済波及効果」

をどれだけ生み出 したかということと対応 してい る。経済波及効果の測定 において、2003

年11月 か ら新たな取 り組み も始 まっている。それ は、商店街 との提携企画であ り小出郷

文化会館のチケ ッ トの半券 を提携店 に持 ってい くと提携店 において割引が きくとい うもの

である。商店街の人々 には半券 にその ときの会計 を記す ようにお願い しているため、 この

半券 の数 を数えることに よって商店街へ どれだけ波及効果があったか厳密に計 ることが可

能 になる。

三つ 目の評価 は、質的評価である。文化会館は開館当初か ら全ての事業においてアンケ

ー トをとり
、公 開 している。その蓄積 を してい くことによって満足度がいか に上が ったか

指標化 してい くことがで きると考 える。 これは、IVに 記 した 「外部性」の中で 「観客の理

解力が高 まることによる、将来世代 が受け取 る便益」 と対応する。

四つ 目に、個別の事業ではな く文化会館 その ものに対す る住民満足度の評価が上げられる。

開館 当初 に日本全 国公共文化施設協会が小出郷文化会館 に対 する住民の意識を調査 したア

ンケー トがある。5年 たった時点で住民 の意識が どの ように変 わったか また、何 を問題 と

感 じているかなどを500人 の住民 に対 して行っている。

【7.評 価 と経営 の分権化】

運営員会、 また住民 プロデュース団体 など、様 々な レベルで住民が執行段階 において参

48



画 していることは 【2.執 行段 階での住民参画】で述べた とお りである。小出郷文化会館

においては、事務局の業務 を運営員会が毎月の定例会で評価す る役割 を もち、館長 を始め

とした事務局が住民 プロデュース団体 の企画 を支援するだけで な く、評価す る役割 をもっ

ている。 この全体 の業務 をア ドバ イザ ーが評価す るなど多元的 なレベ ルで評価が行われて

いることがわか る。 この ように 日々の業務 における評価だけで な く、5周 年 における評価

ワークシ ョップな ど、それ ら全 てを評価 し政策 レベルの見直 しをしてい ることも重要なポ

イン トとなっている。

また、経営 において も広域組合(2町4村 の首長)は 小 出郷文化会館館長 に権限 を委譲

し管理 を任せている。 これは、一つの首長であった ら可能で なかったか もしれない。2町

4村 の政治が複雑 なため、文化 というセ ンシテ ィブな問題 に関 しては文化会館に任せ ると

いう背景 も多少 な りとも影響 している。小出郷文化会館は、住民が 自らプロデュースす る

企画 においてはノウハ ウや一部資金面で支援 するが、企画内容 に関 しては住民 に任せ てい

る。 この ように、分権が進んでいることも成功の要因であると考え られる。

【8.専 門家 による評価】

小出郷文化会館 においては、「ア ドバ イザー制度」が開館 当初 か ら導入 されている。ア ドバ

イザ ーは 【6.】 で紹介 したワークシ ョップや講演会に参加するなど定期 的な集 まり以外 に

も支援 に駆けつけている。「アーッ ・カウンシル」の設立 に関 して も学識的 なフォローをし、

文化会館職員 とともに町村首長に提言 を行 っている。 このように常 に先進的なことを行お

うとしてい る小出郷文化会館だからこそ、ア ドバイザーが進んで関 わろ うとい う雰囲気が

あるのか もしれない。

【9.評 価 プロセスの情報公開】

評価 ワー クシ ョップにおけるスケジュール、出された意見、毎 回の まとめ、成果物 、また

評価 に関わった参加者による 「評価」 その ものに対する評価な ど全てが一つの冊子 として

小出郷文化会館 が配布 している。 また、毎年 の事業報告書 において、全 ての事業 に関 して

その前年比 との入場者数の変化や アンケー トなど包括的な評価 の仕方が分か りやす くまと

まっている。 このように、プロセス を公開す ることによって、住民 によって作 り出 された

新 しくで きた コンセ プ トに対す る理解 を促 し、 コンセプ トをもとに計画 されている事業に

対 して も理解が得 られる。

【10.評 価結果の情報公開】

行政に よる事務事業評価はないが、質的 ・数的評価結果が小 出郷文化会館 に行 けば、開館

当初か らの ものが全て閲覧可能である。
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A館

市長 交代 を機 に住 民参 画 が失 われ た ケース

フイール ドワー ク期 間:2003年10月9日 ～10月12日

フ ィー ル ドワー ク内容:A副 館 長へ の イ ン タビュ ー、財 団 法 人Aへ の ヒア リ ング、A町 役

所 企 画課 へ の ヒア リング、教 育委 員会 へ の ヒ ア リング(副 館長 とつ なげ てい ただ いた)、Y

氏(元 高校 教 師)へ の イ ン タビュー

A町

人口20,000人(匿 名性確保のため支障がない程度 に変更)

財 政力指数:0.39

町歳入5,220,000千 円

産業特徴:【 第一次産業】151人 【第二次産業】4,063人 【第三次産業】3,106人

地域特徴:平 成17年 度 までに合併計画、古い町並 みが観光資源

A館 について

運営主体:財 団法人A⇒ 教育委員会

塑 座:非 公開(1999年 時点:90.9%)

生」遡:20,563人

財源: 単位:円

歳入

一般会計
63,849,000

歳出

給料 h7,155,860
諸収入 ? 職員手当て等 7,346,616

共済費 4,363,220

報償費 391,623

旅費 455,085

需用費 9,939,834

役務費 2,306,747

委託料 40,557,165

使用料及び貸借料 1,145,821

工事請負費 1,551,900

負担金補助金及び交付金 200100

備品購入費 150,000

歳入合計P 歳出合計 85,563,971

自治体が公開 している平成 ユ4年 度一般会計決算書の中から 「芸術館費」 と記され

ている項 目をもとに作成。厳密な歳入は不明

テーマ:「 自然 と人間との共存」「地域 の人が主体」

宣主茎懸:非 公開(1999年 時点では27事 業)

運魎:5名(常 勤は4名)
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概要:

平成3年 にオープンしたA館 は、演劇、コンサー ト、展示 に利用で きる多 目的な公共文

化施設である。田]長と館長の強い リーダーシップの もとで財団が施設管理 し、住民が企画

プuデ ューサー として運営 を支 える とい う手法で9年 運営 し、利用率 も95%と 大変高い

と全 国的に評価 されて きた。住民企画プロデューサーは13人 、住民 スタッフは一時期1

50人 いたとい う。 しか し、現在 は利用率 も低 く企画プロデュース システムは既 にな くな

っていた。現在、財団は施設運営か ら撤退 し、運営 は教育委員会職員4人 が行 っている。

A館 の自主事業数、稼働率の変遷 は以下の とお りである。2000年 以降のデータ(教 育委

員会 による運営になってか ら)は 入手することはで きなかった。

図IV-4A館 自主事業数、稼働率 の変遷
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図IV-5A館 入場者数の変遷
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【1.行 政 と住民の信頼 関係】

i983年 か ら4期 市長 を務めた市長が生涯学習を基調 と した町づ くりを展開 していた

ところ、展覧会や第九演奏 などを通 して活発化 していた文化活動か ら文化ホールの建設の
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要望がでてきた。俳優のK氏 と意気投合 した市長 は、K氏 を館長 として迎 えることに決定

した。K氏 と館長 の間で 日々、「建物 も心 も響 くホールづ くり」の戦略 をたて、『文化 的な

事は もともと自然(ふ るさと)の 中にあった。その 自然の環境の事 を考 えていこう』『町の

人の建物 だか ら、町の人に任せるシステムに しよう』という意見で一致 した。ここか ら、A

館の 「自然 と人間 との共存」「地域の人が主体」 とい う二つのテーマが決定 された。

これ に対 して、A町 で高校 と中学の教師 をし、 また 自ら美術団体 に属す るY氏 はこのよ

うに述べていた。「A館 はいつのまにかで きた、 とい う感 じだった。館長は有名 な俳優だっ

た。」Y氏 は開館前 からも美術愛好家団体で、体育館 などで展示 をするなど積極的な文化活

動 を行っていたにもかかわ らず、その計画の様子 はほとんど住民には伝 わっていなかった

ことが分 かる。

このように計画段 階か ら、前市長 と初代館長が主導 的に芸術館の方針 を決 めていった こ

とが分か る。初代館長の人気の高 さからも多 くの住民が集 まり画期的な制度が打 ち出され

ていったが、【2.執 行段階 における住民参画】で詳 しく述べ るように、この2人 がいな く

なることによって住民参画による運営体制が崩 れていった。 このことか ら、行政 と芸術館

館長の信頼関係が個人的な ものであ り、運営参画する住民 にまで浸透 しなか ったこ とが考

えられる。

【2.執 行段 階における住民参画】

「失敗 して もともと、ホールは巨大な実験場である」 という前町長の方針 と初代館長が名

の知れた俳優 であ ったことも助け、様々な人が一緒 にA館 への積極的なの活用 を考 える人

が集 まってきた。 この ときに、住民からの提案 としてでて きたのが、「企画 プロデューサー

委嘱 システム(町 民だれで も企画 を提案で き、採用 された企画はホールが支援)」 と 「技術

ス タッフ委嘱 システム(町 民主体の技術者集団、研修費用 を町が負担)」 の二本の柱か らな

る市民参加である。

企画プロデューサー委託 システム

企画プロデューサー委託 システムにおいて、 プロデューサーとなる人はまず企画の意図や

地域への広が り、仲 間作 りな どを盛 り込んだ企画提案書を提出す る。そ こで事業協会がそ

の重要性 と適切性 を検討 し、主催事業 として認定 する。認定 された事業 を実行委員会組織

のボランティアス タッフ集団が企画のつめ、準備 、当 日の運営 を分担 して行 ってい く。

技術 スタッフ委託 システム

役割は、本番 の舞台音響や照明、操作な どをす ることことであ る。技術 スタッフは募集 さ

れ、研修 を通 して育成 される。多い ときには十名余 りが活躍 していたとい う。
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このような二つの住民参画のもと実現 した企画数は150件 あ り、延べ人数3000人

が実行委員 として活躍 した。財団への インタビューか ら、財団はこの間施設の管理 だけ を

請け負 っていたため、企画は基本 的に全 て任せていた とい うことが分かった。 しか し、1

998年 に初代館長 を辞任 した ことを受 け、市長が 自ら館長 とな り運営 を指揮 していた と

い う。 しか し、翌年1999年 の市長選 で5選 を目指 していた市長が現市長に敗れる。新

市長 となったT氏 は公約 として 「行政のス リム化」をうたい34、就任 と同時 に行政評価 シス

テムの導 入や組織の編成 をす ることを検討す る。 この行政評価 システムについては 【5.

事業評価 シー ト作成】 にて詳 しく述べるが、初代館長 とA館 の建設 と運営 まで手がけた市

長がいな くなったことにより、急速 に吸引力がな くなってい く。特 に新市長氏が就任 した

直後 に、 より効率的な運営のため1財 団 をA館 の施設管理か ら外 し、教育委員会の直下に

置 くことが決定 された。館長は教育委員長が兼任 を しているが、非常勤のためほとんど芸

術館 のほ うにはいない。 よって、実質上館長の役割 をしている副館 長 と職員3人 が運営 を

している。

現在の副館長の話 によると、現在 は企画プロデューサー もボランテ ィアス タッフもいな

い とのことである。また、住民の企画プロデ ューサーによって提出 されていた企画を審議

する 「事業協会」 は年に一回 しか集 まらないため 「あま り意味 をな さず形骸化 していた」

と述べている。

この理 由 として、副館長は 「元市長 と初代館長の川津氏のつ なが りによってなん とか も

っていただけだった。それが問題だった。」 と語っている。 この ことか ら、住民企画プロデ

ューサー も技術ス タッフも、本当の意味で住民の主体性 を育てる制度で はなかったことが

考 えられる。

またA館 を統括 している教育委員会 にヒアリングに行 ったところ、「教育委員会 はほとん

ど把握 していない」 との返事が返って きた。館長が教育委員長であるが、厳密 には現場 を

評価 する仕組 みや情報 さえをも持っていないことは問題 だと考えられる。

【5.事 業評価 シー ト作成】

A町 では財政健全化の中で 「メ リハ リのある予算」 となるように行政評価 を導入 し、そ

の結果 を全戸配布 している。 しか し、その評価の され方や事業 シー トその ものの公 開をA

町役場の企画財政課に求めた ところ、「公 開で きない」 との返事が返って きた。 よって、 ど

の ような判断の もと評価 されたか分か らないが、幾つかの事業 は廃止が決 まっている。A館

事業 も5項 目のうち2項 目は 「検討」 とされているが、 ともに2項 目とも開館 当初か ら育

って きた 自主事業である。

34福 井 新 聞1999年4月21日 朝 刊P19
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【10.評 価結果の情報公開】

評価結果 は前項 目で記 した とお り全戸配布 されている予算説明書の中で、記 されているが

その プロセスや どの ような基準で評価 されたか(事 業評価 シー ト等)は 公表 されていない。
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金沢市民芸術村

行政側 の強いリーダーシ ップと組織 された住民 による24時 間365日 運営の実現

雪
痔 識齢 警

診∴毒 ∴ 藤 ノ'一_.<謳 、 一
》v

ズが レ へぢぬ や ク　 め アリ

驚鈎　 蕪〆 灘
ブ イー一ル ドワー ク期 間:2003年10月9日 ～10月12日

フ ィール ドワー ク内容:金 沢 市役 所 市 政情 報 コー ナー 調査

金 沢 市民 芸術 村 細 田村 長 イ ンタ ビュー

石川県金沢市

人 口:456,438人

財政力指数:0.76

市歳入:197,683,000千 円

産業特徴:【 第一次産業】3,686人 【第二次産i業】58,937人 【第三次産業】168,766人

特色:城 下町、兼六園などを中心 とした観光都市、16以 上 のまちづ くり条例 を作成、

人口増加傾 向、伝統的文化産業の振興&歴 史的&文 化的な資産 を生かす まちづ く

りを融合 させた都 市政策 として 「金沢モデル」 とよばれる

金沢 民芸術村 について

運営主体:財 団法人金沢芸術創造財団(設 置主体:金 沢市)

難:100%

年間利用者数:1,157,609人(開 村当初:94,288人)
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腿: 単位:千 円

歳入

受託事業収入 41,100

歳出

①施設管理受託事業費 125,262

雑収入 5,642 消耗品費 2,550

市直接経費合計 14,764 機備品費 1,330

修繕費 3,850

委託料 84,010

光熱水費 22,860

通信運搬費 840

手数料 560

使用料及び賃貸料 9,020

燃料費 45

負担金 197

②文化創造受託事業負担金 58,100

歳入合計161,506 財団費合計 183,362

設置目的:文 化の創造 を担 う若人たちが集い、新たな市民芸術の創作活動を行い、演劇、音楽等

の練習および成果発表をする場として利用に供 し、もって市民の芸術文化の振興に寄

与する

自主事業数:43企 画

運営スタッフ:専 任職員9名(う ち2名 が行政職員)警 備 ・清掃 ・監視業務職員他5名

概要:

金沢市民芸術村は市民の 自主的な管理 とそれによる低料金利用料 と365日 ・24時 間稼働 の

実現、い う住民参画の形 を提示 した。公共文化施設 の中で も初 めて 「ディレクター制度」

を導入 し、利用者 を代表す るディレクター として民 間人に運営 を委託 している。

課題:デ ィレクターへの負担の軽減や報酬制度などの見直 しが必要になってきている。

図IV」6金 沢市民芸術村入場者数 の変遷

一

【1.行 政 と住民の信頼関係】

金沢市民芸術村 の村長、細川氏 は、「現在の金沢市民芸術村 は行政 と民間の信頼関係によっ
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て成 り立 っている」 と言い切る。365日24時 間運営 を実現で きたの も市長は 「任せるので

自由にやってよい」 と村長 を信頼 して くれたか らだ とい う。金沢市市長は、「文化 に投資 し

ないと街 は反映 しない」 とい うポ リシーを持 ち、議会や行政内部 を説得 してい るとい う。

現在歳入の90%を 金沢市に依存 しているが、新 しい文化施設(金 沢市21世 紀美術館)

の建設を控 えているに もかかわらず市長の強いリーダーシ ップの もと予算額 は会館当時 か

ら減 らされていない とい う。細 川氏 はイ ンタビューの 中で 「予算額 が減 らされ ることはな

い」 と断言 してお り、細川氏始め職員 やデ ィレクター達 はその信頼 された気持 ちにこたえ

るため市長の出 した3つ の条件 を満たす場作 りに励 んで きた とい う。 このように現場 を信

頼する とい う発想 は、更に村長がデ ィレクターを信頼 し運営 を任せ 、デ ィレクターが使 い

手の市民を信頼するとい うように組織内で受け継がれている。

開館か ら8年 たった今 も24時 間警備 している人が一人 しかいないのに も関わらず破損

事件や事故が一件 も起 こっていない。この ように、互いを信頼 しあ うことによって、警備

の コス トや破損の修理のコス トを削減 しているといってもいいであろう。

【2.執 行段階 における住民参画】

金沢市民芸術村にはその大 きな特色 として住民に運営 を委託す るということがあげ られる。

その住民委託委員 は、「総合デ ィレクター」「アー トマネジャー」「ディレクター」の3種 類

があ る。それぞれの役割、任期 、活動、委員数は以下のとお りである。

「総合ディレクター」

役割:市 民芸術村の運営 について総合的な見地か ら企画立案する

・ 市民芸術村の管理運営 に関す ること

・ 各工房デ ィレクターとの連携

・ 市民芸術村全体利用の活性化

・ 利用団体(者)間 の調整

・ 各工房間の調整

任期:1年(財 団 より委託)人 数:1名

「アー トマネジ ャー」

役割:市 民芸術村 パフォーミングス クエアの 自主運営 を円滑 にする

・ 運営方針の確立

・ 施設利用 にかかる助言 ・指導

・ 市民芸術村全体利 用の活性化

任期:1年(財 団よ り委託ノ 人数:6名

「ディレクター」

役割:市 民芸術村の自主的運営 を円滑にする
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・ 施設利用の活性化戦略

・ 工房独 自事業の企画(ア クションプラン)

・ 利用者か らの問題点、課題の協議

・ 利用団体者間の調整

・ 地域社会 とのかかわ り

任期:5年 人数:各 工房 につ き2名(3工 房あるため、合計6名}

活動:定 例会議月一回、臨時会議随時

デ ィレクターは、5年 毎 に交代 を しているため既 に二期 目になっているが、二期 目のデ

ィレクターの選定 は一期 目の指名によって行 われた とい う。一期 目のデ ィレクターは準備

会が市内の音楽団体や演劇団体から選 んだ。 この ように責任 をもってお こなったディレク

ターたちが顔の見 える範囲で住民の人事 を行 うことによって的確な人材 を確保 していると

いえる。ディレクターの職は、長距離バスの運転手 からジャズプレーヤー、音楽関係の会

社員、作家、大学院の学生 にまで及んでいるとい う。

デ ィレクターの実際の仕事は、規則 をつ くるところは始 まる。最近の議題 は、 オープン

スペースを無料 にするか という議題であった とい う。 このことにつ いて、細川村長 はこの

ように述べている。

「住民が オープンスペースで練習 を始めたため、料金 を払 って工房で練習 している団体

か ら苦情があったか らである。 この ようなと きに、臨時のデ ィレクター会議 を開 き議論 を

している。最終的 には私(村 長)が 、利用者の自主性 を育てるため に、苦情 を出 した住民

たち とじっくり話 し合って議論 を方向付 け、提案 をさせて採用 をした。 このように、デ ィ

レクターが一方的に決めるのではな く、住民 に自 ら提案 させ ることが重要であ る。その と

きの提案 は 「無料スペースでは、静かな環境 で練習することはで きないため、工房でお金

を払 って練習することは静かな環境 を確保 するためである。 よって、無料スペースの利用

は自由 とする」 とい うような内容だったとい う。 このように方向付 けたのは、金沢市市長

が出 した条件 として 「賑わいの場」があったので、工房外で も賑わっていることは結構で

あ るとい う発想があったか らである。一方的 にデ ィレクターや私(村 長)が 決めたほ うが

はるかに早 く物事は決 まり簡単だが、あえて この ように住民 に提案 をさせている」

この ように 「利用者」の住民に主体性 を身につける方針 をとっている。 また、3つ の住民

委託委員 に加 えて、芸術村全体 を手伝 う文化協会 「K-CUBIC」 とい う住民組織がで き、既

存の制度 に加 えて自主的 な運営組織作 りがなされている。

【3.計 画段階における住民参画】

金沢市民芸術村 はもともと旧大和紡績工場跡地の中で も大正末期 に建設 された7棟 の レ

ンガ造 りの倉庫 を再利用 した施設である。 これを平成5年 に金沢市が取得 し、伝統 と新 し

い創造 を重視 している市長の発案 により、倉庫 を 「創造の場」 として使 うことになった。
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この決定 を受けて、市 内の脚本家や音楽講師などの芸術活動家、金沢大学の学識者、また

建築家や市の幹部が 「検討委員会」で芸術村 の方向性 を決めていった。検討委員会は3、

4ヶ 月の活動 を通 して 「演劇、音楽、美術な どの分野の創造活動 に取 り組む市民 を育てる

場 とすること」 とい う基本理念 をつ くった。

これ を受けて当時オーケス トラや美術館 、ガラス館 などをつ くって きた現金沢市民芸術

村村長の細田氏が呼ばれた。細 田氏は行政の立場か らこれ らのハー ドをつ くって きたが、

今 まで建設 して きた施設では実現で きなかった 「作 り手 となる市民の育成」 に力 を注 ぎた

い と考えていた とい う。そこで、村長 を始め とした検討委員会 に対 して市長 は3つ の条件

を出 した。その条件 とは、「1.オ ンリーワンの施設 にす ること2.賑 わいの場 をつ くる

と と3.金 は出すが 口はだ さない」である。 この3つ の条件の もと、 よりコンセプ トが

具体化 されていった。「オンリーワンの施設を」 とい うことから、「市民が主役の施設」「造

り手 としての市民 を育てる施設」 ということが決 まっていった。 また、「賑 わいの場 をつ く

る」 とい うことか ら単 に施設に練習の場 を設 けるだけでな く 「公表 の場」 も加 えることに

した。

検討委員会は4ヶ 月の活動の中では、村長 らが芸術活動 に関わって きた市民 に意見 を聞

いて回 り反映す ることに した。そ こでの意見は、「1.も っと利用料 金 を安 くしてほ しい

2.創 作の 自由を確保 してほしい一①時間の自由②管理 をゆるやか にしてほ しい」の2点

に集約 された。 これを受けて、村長が24時 間365日 運営 を決定 した。この ことについ

て、村長はこのように述べている。

「24時 間265日 運営 を決定 したことは、市民側 にとって予想以上の意見の反映だっ

た ようで、非常 に驚かれた。 しか し、私が言 ったのはその ような自由を与える代 わ り、責

任 を とって管理 をして ください、 と伝 えた。 この ように、 ものづ くりの場 としてだけでは

な く自由 と責任 をわきまえられる市民 を育てる場 に したい と考 えた。」

自分たちで管理す る方法 というのが、全 国公共文化施設初の 「市民デ ィレクター制度」

である。24時 間365日 運営や、ディレク ター制度などの制度 は他の 自治体であれば行

政内部か ら強い反発があるようなことである。 しか し、金沢で これが可能になった理由 と

して市長が最初 に提示 した 「3.金 は出すが 口はだ さない」 とい うポ リシーを変えずに村

長 を信頼 していたからだ と言 うことがで きる。

金沢市 はその設置条例 にも 「市民 による運営」 を明記 して住民 を信頼することによって

住民 の希望 を最大限に反映 した運営方式 を実現で きた。以下の8点 が、その芸術村が住民

の意見 を反映 した内容である。

1.24時 間、年中無休で利用 で きること。

2.利 用料金の安 さ 【使用料金はどの工房 も1区 分(6時 間)1,000円 、備 品使用料、冷

暖房時の割増 し料金はな し。

3.各 分野の利用者からデ ィレクター(各2名)を 選び各工房 の利用規則 の作成、工房

の運営、申込み調整などまかせ ること。
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4.芸 術 村 の運 営 に関す る ことは、 デ ィ レク ター会議 で協議 す るこ と。

5.「 育 てる」 こ とを意 図 して、各 工房 毎 にデ ィレク ター の立案 した 自主 企画(ア クシ ョ

ンプ ラ ン)を 年 間 延べ200本 以 上展 開す る。35

【4.政 策段階における住民参画】

金沢市のHPに よると、金沢市では現在、『21世 紀の都市戦略の中心 に文化を位置づけ、

文化政策 として当面取 り組むべ き重点的 な政策 目標 を設定 し、その達成のための施策展開

の方向 と方策 を提示す る 「金沢市文化芸術振興プラン(仮 称)」(ア クシ ョンプラン)を 策

定』 している。 この ような金沢市の文化政策 をつ くる専門部会 において、金沢芸術村の総

合 ディレクターを1期 務めた住民や金沢美術工芸大学の教授 などが参画 している。この よ

うに、金沢市民芸術村が設 けた総合 デ ィレクター制度が市民 を提言者 として育 てたことは

一つの大 きな成果 と言っていいであろう
。

しか し、 これだけでは 「政策段 階における住民参画」 とい うこ とはで きない。なぜ な ら

ば、行政 とは独立形で 自主的に分析 し提言するような参画の ことを 「政策段階 における住

民参画」 と 『自治体再生戦略』の中で定義 されているか らであ る。 このような団体が現在、

金沢21世 紀美術館の友の会準備会 「ripple21」 とい うかたちで現 れて きている。 この準備

かにには500人 以上が参加 し、金沢市 にで きる新たな文化拠点 について話 し合い、視察

に行 き、 イベ ン トを組み立てている。「ripple21」のHPの 中で紹介 されている参加者の声

には 「市民がつ くりあげる」 「鑑賞者 も造 り手」 「チェック機関、活動者 としての市民参加」

な どの声があ り、金沢市民芸術村で醸成 されてきた住民の主体性 が今後の文化施設におい

て も活か されてい くことが想像で きる。

【5.事 業評価 シー ト作成】

金沢市役所の市政情報 コーナーへの ヒアリング調査の結果、金沢市行政評価 システムは現

在試験的 に900件 導入 しているようである。本格的な導入 は平成16年 度か らであ り、

その結果 は予算編成 に反映 され、評価結果 は 且Pに て住民 に公表 される。その中の一つ とし

て金沢市民芸術村 の事業評価 シー トも策定 されていた。 この中で活動指標 として掲 げられ

ているのは入場者数であ り、 目標入場者数は人口の5%と されている。「指標化で きない成

果」 とい う欄が設 けられてお り、文化交流課の担当者 によって 「造 り手 としての市民の増

加」「ボランティアス タッフの組織化 など創造活動 を支 える住民活動の活発化」 「年間 を通

じた事業 に対する主体的、継続的参加す る市民 の増加」「公演 の企画 ・製作 ・運営能力の向

上」な どがあげ られている。これは、担当者 による自己評価 に留 まるが、必要性、有効性、

効率性 、 ともに高い とされている。二次評価が今後 なされるということであるが、現段 階

では空欄 になっていた。今 回の試験的導入の結果がHPに て公表 されていたが、金沢市民芸

35
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術村が属 する 「金沢市高度情報化アクションプラン」 の34事 業の うち試験 的に評価が導

入された12事 業全てに対 して二次評価 は一次評価 と異なった評価がなされていない。

【6.館 独 自の成果指標 と事業評価】

現段 階、指標化 を試みている段 階であ る。それは、「芸術村 申請件数」「ボランティアグル

ープ数 と関わる人の数」 「継続 的 ・主体的に事業に関わる市民 の数の推移」「自主公演 を開

催 した団体(個 人)数 」の4つ である。今後 これは、事業評価表 において も盛 り込 まれる

こととなっている。実際に、和太鼓の団体は開村当初20団 体 しか なかったが現在一 ケ月

に50団 体以上が利用 しているという。 また、演劇 グループも16人 か ら30人 に増 えて

いるなど実績がでている。ボランティアの数 は、K-CUBICに 加 え音響を手伝 う団体、子供

の ワー クショップを手伝 うボランティア団体 などがこの8年 の中でで き、人数が増 えて き

た とい う。

【7.評 価 と経営 の分権化】

ここで は、組織の中で経営が分権化 され、各層で評価 がなされているか検証す る。金沢市

民芸術村 の場合、【2.執 行段階での住民参画】で も述べ たように住民 の中で も違 った権限

をもった層がある。各工房をディレクターが管理 し、総合デ ィレクターが全工房の総括(評

価)を する とい う構図になってい る。 また、芸術村村長や財団職員はその住民管理 をファ

シ リテー トし評価 を してい る。 またそれ を市長や財団理事が評価する といった構図 になっ

てい るため、各層 において外部評価が なされているといっていいであろう。 この ように任

期 と各主体の権限 を明確 に決 めることによって、なれあい を防 ぎ、組織内部 に住民 と行政

が緊張感 を保った関係 を築いているのが特徴である。 また、次の項 目で述べ る専 門家 によ

る評価 は更 に、専門的 な観点か らの助言がなされているため、住民管理のアマチュア性 に

質の向上 をもた らしている。

【8.専 門家 による評価】

金沢市民芸術村 には 「デ ィレクター制度」 に加えて、「ア ドバ イザ ー制度」 とい う制度 もあ

る。 その役割、任期、活動は以下の とお りである。

役割:専 門分野 において金沢市民芸術村運営 に対する指導、助言 を行 う

任期:1年 人数4人

活動:年 二回の指導

実際、ア ドバイザーは開村当時か ら変わっていない(亡 くなった一人以外)。 年二回の指導

に限 らず 、実際に住民 と時間 をかけて ドラマ制作 までするア ドバイザー もい るとい う。 デ

ィレクターはほとん どが地元 の人であるため、専門家たち と協 同す る事 によって方向性 を

見て もらっているとい う。初 めは住民 か ら 「東京の専門家に勝手に方向付 けられるのか」

と抵抗する人 もいたそ うだが、現在 はいい関係がつ くられているとい う。
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【10.評 価結果の情報公開】

現在試験的に導入 されている行政評価の結果はHPで 公開され、「入場者数」「利用者状況」

「組織図」 などは 「金沢市民芸術村 要覧」の中で公 開されてい る。事務事業評価 シー ト

は、要望 に応 じて金沢市民芸術村が公開 している。
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B館

職員交代 とバブル期 の大型拠点開発 を機に行政住民パー トナーシ ップが崩れたケース

フイール ドワーク期間:2004年1月9日 ～1月11日

フィール ドワーク内容:B市 役所改革推進室(情 報公 開コーナー)、B文 化協会専務理事 イ

ンタビュー、B市 の戦略や過去の政策についての資料調査

随

人口:200,000人(匿 名性確保のため支障のない程度変更)

財政力指数:0.70

市歳入71,891,000千 円

産業特徴:【 第一次産業】1463人 【第二次産業】28141人 【第三次産業】58810人

特色:城 下町、祭 を通 した地域的 まとま りが強 く伝統的な市民ネ ットワークがある

B市 行政全体を通 して市民参加方式の蓄積がある、人口増加傾向

運営主体:B市 市民文化協会(H.12ま で)⇒B市 文化財団(設 置主体:B市)

盤:非 公開

年間利用者数:161,740人(H.12年 まで)

設置 目的 ・コンセプ ト:市 民の情操の高揚と芸術文化活動の振興を図るため

1.市 民に広 く芸術鑑賞の機会を提供する2.市 民の自主的な芸術 ・文化活動の場

を提供する3.市 民 に芸術 ・文化に関する知識及び情報を提供 し、市民相互の交流

及び連帯を図る場 とす る4.プ ラネタリウムによる科学教育の振興を図る5.文

化財の保存及び活用を図ると友に、文化財保護意識の啓発 に努める

皇 主皇題:15

運営スタッフ:文 化振興課9名

概要:

B館 はその構想 の段階か ら建設、運営 にいたるまで市民参加 の方式 を取 り入れて きた先駆的

な公共文化施設である。特 にその行政 とのパー トナーシップに注 目が集め られて きた。 し

か し、二年前 に住民の意向が全 く反映 されない形で建設 された新 しい公共文化施設が開館

したと同時 に、住民 と行政の問には大 きな亀裂が入 った。B館 は新 しい文化施設 とともに行

政が財 団を通 して運営す ることにな り、それ まで運営 をしていたB市 市民文化協会は名前

か ら 「市」 と 「市民」 を除 き、「B文 化協会」 とい う名前 のもと現在J会 館 とい う小 さな文

化施設を運営 している。

課題:同 市に新 しく建設 されたNホ ールの開館 に伴 い、市内の 文化施設のネ ットワー ク化

とB館 その ものの存続を問 う必要があると事務事業評価 シー トに記 されている。
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図W-7B館 入場者数の変遷

入場者数

　　　

1器888

118888
i888881+彌 爾

ll888
20008

紳 紳 譜 運 紳 ぷ 諺 ぶ 紳 紳 紳 譜譜 冨 譜 縛 ド

10周 年記念誌、文化振興課資料 より(1995年 データは双方に存在せず)

【1.行 政 と住民の信頼 関係】

B館 は開館当初、その行政 と住民の信頼関係 とパー トナーシップが評価 されていた。【3.

計画段階での住民参画】の項 目で詳 しく述べるが、それが新 しい文化施設の建設の決定 と

ともに信頼関係が崩れることになった。

その理由を探 ってみると、二つ浮か び上がってきた。まず、過去 にあった信頼 関係 は理

解のある行政内部の担当職員一人 に依存 した関係であって、その信頼関係 を制度化で きな

か ったことがあげ られる。B館 の絶頂期 に文化振興課にいた職員は文化 に対する理解があ り、

住民 と話 しなが らすすめ る職員 だったという。その職員 を介 して行政 と住民 は協働 関係 を

築いていったが、その職員が1998年 前後 に病死 したという。それは、ち ょうどその頃建設

予定だったNホ ールについての詳細が決められてい く段階であ りそのころから行政 と住民

の足並みが揃 わな くなったことが伺 える。B館 の建設段階か ら市長 は交代 していないため、

本来文化 に理解 のある市長であった ら違 った展 開になったか もしれない。

もう一つの理 由は政治的な要因であ る。1973年 か ら2004年 現在 まで市長 を務 め

ているH市 長ははもともと革新市長 として迎え入れ られ、住民参加型の市政をうたって き

た。当時は珍 しか った都市計画マスタープランの作成 に住民 と多 くの市職員 を参加 させ、

結果 を全戸 に配布するな どした。 このような作業 には述べ3705人 参加 している という。

36しか し
、このような市民参加型の行政運営 に反 して、バ ブル期 には空港 の建設 を中心 とし

たB市 周辺 に開発ブーム起 きて きた。市長は開発 を推進 したがる派に対 して1993年 の

選挙で勝 ったが、開発 を指示する住民か らのプレッシャーは相 当あった ものと考え られる。

拠点開発 として駅前の開発や周辺地区の開発(ベ イエ リア構想)を 決定 し、その一部が2002

年 に建設 されたNホ ールであったわけである。この建設 に踏み切 ったこと、 また、住民 の

意見 を反映 しなかった ことが、住民 と行政の信頼関係の崩壊 につながった と考 えられる。

36「 ともに生 きるまちK一 民 主市制24年 間の総括 と展望」B市 地域調査研究会 自治

体研究会1997P54
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【2.執 行段 階における住民参画】

開館 当初、教 育委員会の もとにあった文化振興課 はB市 市民文化協会 と同居 し運営を行 っ

ていた。当時 は、文化振興課 を独立 させ、B館 内 に事務所 を構 えた ことが 自由な運営 につな

が っていた。当時参画 していた住民の形は以下の とお りである。

文化会館等運営委員会

役割:市 内3つ の公共文化施設の効果的 な事業の計画 と運営

人数:教 育委員会の補助機関 として、教育委員会か ら20人 任命 される。全員ボ

ランティアとして 自主的に参加する

活動:月 一回の定例会 任期:2年

ボランティアであった にも関わ らず、参加率 は常に80%と 非常 に高かったとい う。 これ

は、B市 市民文化協会の解体 とともに、な くなった。

B市 文化振興審議会

役割:B市 における芸術 ・文化の振興策についてまとめ、文化行政の改革課

題 を提起

人数:12名(市 議会議員、芸術 ・文化活動 を行 う団体 を代表す る人、学識経験

者)

成果:「 市民文化事業協会」の設立 任期:2年

B市 市民文化事業協会

役割:B市 か ら管理運営の委託 を受ける。①市民 に開かれた芸術 ・文化 に関する事

業 を自主的 に、またはB市 の委託 を受 けて実施 し、あわせて愛好者の組織作 りを

すすめる② 自主的な事業の促進 と、市民 の芸術 ・文化活動 を支援す るために 「市

民文化基金」の設立 ・運営③ 芸術 ・文化活動 を行 う市民相互の強調 を計 るため に

拠点 を設けて情報 の収集、提供 を行 う④ 関係機関 ・団体 と連携 して芸術 ・文化の

国際交流 を進める

会員人数:一 時期 は1000人 近 く

運営方法:総 会 において承認 された30以 内の理事が運営 を中心 的に行 う。2名

(専務理事 と事務員)が 専従者 として主に行 うが、実際の事業実施 のときは、理

事 や会員が動 く。

収入:平 成5年 段階 においては、会費収入、事業収入、市 からの助成金、委託料

収入で、総収 入は25,500千 円。

この ように、B市 民文化事業協会が主にその運営 を行い、行政がその支援 を行 うとい う協

働運営 がなされていた。 しか し、バブル期 に打 ち出 された大規模拠点開発の一環 として国

際文化施設が建設 されることに決 まった。現在B文 化協会のA氏 は以下の ように述べ てい

る。

「文化 会館が既にあるのに、なぜ もう一つ?と い う疑問 を皆抱 いていた。市 の説明 として
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は古 くなった市民会館 を建 て直す ため とい う名 目の ようだったが、新たに計画 されたN

ホールの建設内容 を聞いてさらにびっくりした。1000席 の市民ホールで さえいっぱい

になるのは政治関係の行事だったのに、その客席数を1800-2000席 にする と発表

されたか らである。我 々は専門家な どに聞きなが ら800席 が妥当だろうと意見 したが、

結局その中間をとって市は1500席 と決定 して しまった」

市 は更 に独 自に計画 をすすめ、B市 市民文化協会の法人化や協会による新 ホールの運営の

案 を却下 し、一方的に財団設立 を決定 した。また、Nホ ールにも友の会をつ くると発表を

したため、文化振興 という目的 をもった3つ のホールが違 う友の会 をもって競い合 うとい

う形 になることになった。ここで、住民側は一歩行政側 との交渉を断念 し、B市 市民文化協

会は名称 を変 え 「B文 化協会」 と改めた。「市」 と 「市民」 という言葉 を除いて行政 との協

働体制が な くなった ことを印象付 けている。平成14年 にNホ ールの建設 と同時 に財団が

設立 された ときに、文化振興課 は企画調整部の中の文化国際課 に編成 された。現在Nホ ー

ル とB館 は財団の もとで運営 され、残 りの一つの公共文化施設であ るJ会 館 を現在B文 化

協会が運営を している。 よって、B館 における住民参加型の運営は事実上消滅 した。

現在Nホ ールが行 っている事業のラインア ップをみると、「モーニング娘。」「夏川 りみ」

「松浦あや」「天童 よ しみ」「やす きよ復活漫才」「沢田研ニ コンサー ト」な どの多 くの予算

を必要 とす る買い取 り事業が主であ る。入場者数や利益 のみを重視すれば当た り前の結果

だが、B市 が重ん じてきた創造性 を育てる事業は見当た らない。このように市民側 にノウハ

ウと経験がある人材がい るにも関わ らず行政が財 団を設立 し運営 を始めたことは、大 きな

損失 を生み出 しているともいえる。

【3.計 画段 階における住民参画】

B館 は市制60周 年の記念事業 として文化会館の建設が決定 された。同時に、住民 の文

化団体が他都市の視察の見学や勉強会 を開 くなど自主的な活動 を始めた。基本設計に入 る

前 に3回 の公聴会が開かれ、市民団体代 表約30名 が要望 を述べ客席数や車椅子用の席の

設置や大劇場並みの装置 を整備するなどの市民の要望が反映 された。

建設の段 階では、今後の運営 について議論するために市内の 「学級 グループ連絡会」の

住民が中心 となって 「仮称文化 ホールの運営 を考 える会」を発足 した。この際、B市 の社会

教育行政のあ り方 について調査、要望、市長 との懇親会 などを繰 り返 して きた 「学級 グル

ープ連絡会」のノウハ ウが活 きた こと
、 また、開館11年 前か ら開催 されて きた文化祭の

ネ ッ トワーク(様 々な文化団体が結集する市民音楽祭実行委員会)が 「運営 を考 える会」

において結集 したことか ら、日常 的な交流 と信頼関係が この市民の 自発的参加 につなが っ

たと考 えられる。

「文化行政へ の市民参加」や 「運営委員会や企画委員会の設置」「低料金 と手続 きの簡素

化」などの運営 に関する住民側の要望 は、ほぼ全面的に反映 され、後に条例施行規則 に 「文

化会館等運営委員会」の設置が明記 された。そこでは、B館 とB市 立J会 館 と市民会館の
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事業の効果的な計画 と運営 という任務が明記 されている。
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【4。行政による事務事業評価導入】

B市 は平成13年 度から試験的に行政評価 を始め、平成15年 度か ら本格導入 した。全部で

610事 業の評価がなされ、その基本 フレームは以下の とお りである。
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評価は、一次評価⇒カルテ診断⇒二次評価 とい う順番 で行 われる。カルテ診断 については

以下の4つ の項 目について行われる;「 公共性の度合い」 「行政が関与することの妥当性」

「そのサービスを市が実施主体 として行 うことの妥当性」 「サ…ビスに応 じて受益者に適

正な負担 を求めてい く妥当性」。一次評価は担当部署が行い、2次 評価 は担当部署以外の部

署(市 長公室長、総務部長、人事課長、企画課長、改革推進室長、財政課長)が 担当 し、

予算への反映 を試みている。 しか し、現在二次評価 まで行 われている事業は610事 業の

うち42事 業に留 まる。その二次評価において評価 される視点 は 「事務事業の必要性」「行

政関与の妥当性」 「実施主体の妥当性」「効率性1「 受益者負担」 の5つ である。二次評価 の

結果、表IV-3の ような判断が下 された。
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「Dl廃 止」とされている3件 の中の一つは、B館 内のプラネタリウム事業が入 っている。

第 一次評価 における判断の材料 は 「成果向上度」!"コス ト改善度」の2つ の指標であるため、
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文化事業は必然的に評価が低 くなっている。B館 の評価 に関 しては、Nホ ールの開館 に伴

って自主事業数が減 らしたため、 コス ト改善度が大幅に改善 された とい う結果がでている。

しか し、それは実際に市民 にとっていい ことか とい うとただの貸 し館 ホール になってい く

とい うことで もあ るので文化会館運営 としては疑問が残 る。 しか し、質的なことに関 して

評価 をする項 目はなく、「担当部署のコメ ン ト」 として小 さな欄に書 くことしかで きない。

このことか ら、公共文化施設 を評価するにあたって適切 な事務事業評価 シー トではない こ

とがわかる。B館 をは じめ として幾つかの文化事業費は削減 されていることか ら早急に事業

の正確 にあった評価のあ り方 を考 え導入 してい く必要がある。B館 に対 してなされた事務事

業評価 シー トを資料9に 添付する。

【9.評 価 プロセスの情報公開】

B市 のホームページにて、どの ように評価がなされているか、その項 目やシー トは公表 され

てい る。 しか し、そのプロセス に住民が参加 をす ることはな く、あ くまで も評価項 目をつ

くることから実施するまで全て行政が行 っている。

【10.評 価結果の情報公開】

情報公 開コーナーにて、全ての事業評価 シー ト、カルテが参照で きる。
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4.マ トリックス の作成

これ らの分 析 に よ り、4つ の公 共文 化施 設 のパ フ ォー マ ンス とNPG(ニ ュー ・パ ブ リ ック ・

ガバ ナ ンス)モ デ ル に図IV-8の よ うな相 関 関係 が 見 えて くる。

図IV・8NPGモ デル導入率 とパ フォーマンスの相関関係

パ フ ォーマ ンス 十
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帳 轟 村
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パ フ ォ ー マ ン ス ー

パ フ ォー マ ンスの 高低 は、以下 の表 か ら導 き出 した。

表IV・4パ フ ォー マ ンスの評 価

藩驚 」[
「オ森

織」[
「質」

小出郷

文化会館

A館 金沢市民

芸術村

B館

稼働率+一+一

入場者数+一+一

ボ ランテ ィア数 十 一 十 一

運営 におけ る+一+一

住民参 画人数

自主 事 業 数23-4315(前 年 比 一6)

注+一 は、過去五年間の推移、ボランティア数 と運営 における住民参画人数 は

前年度 との比較、A館 とB館 のデータは平成12年 度までのもの しか公表 され

ていない
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厳密には公共文化施設 のパ フォーマ ンス をこの5つ の指標 だけで図ることはで きない。

本来な らば資料10の 「静岡県立美術館ベ ンチマ ークス案」の ように、それぞれの館 の使

命達成度 をもとにパ フォーマ ンスを測 るべ きである。また、顧客の満足度や意識 の変化 な

ど追跡評価が本来望 まれる。今 回調査対象 とした4つ の公共文化施設において過去 にとっ

たアンケー トが存在 しない施設があ り、 また、過去に とったアンケー トがあって もそれ ら

の項 目が館 ごとに異 なっていたため、比較することはで きなかった。

「稼働率」や 「入場者数」 を指標 として採択 した理 由は、顧客の満足度や顧客の声 をい

かに反映 しているかが現 れて くる指標であるか らである。 しか し、この指標 だけで は有名

な芸能人や アーテ ィス トの買い取 り公演 を行 う結果に陥ってしまうため、「自主事業数」 を

指標 として挙げた。 これは、買取公演だけでな く、公共文化施設が地域 にあった企画 をし

ているか どうかをチ ェックするためである。「ボランテ ィア数」や 「運営 における住民参画

人数」の変化 を指標 としてあげた理 由として、その数の変化 は運営体系がいか に開かれて

いるか示す指標になると考 えたか らである。

これらの指標 をもとに、図IV-9の ように時系列でA館 とB館 を見てみると、2000年 以前

は双方 ともNPGモ デルを半分程度導入 し、パ フォーマ ンス も高か ったことが分かる。4

つの公共文化施設は どれ も執行段階 における住民 の参画率 は高かったことか ら、住民参画

率 ではない要因によりNPGモ デルの要素の喪失 やパ フォーマ ンスの低下が起 きた ことが

想定 される。

図IV・9NPGモ デル成立度 とパ フォーマンスの相関関係 の変化

パ フォーマ ンス 十

NPGモ デル

∠＼
金沢市民芸術村 ● ●

小出郷文化会館

o B館(～2000)

A館(～2000)

NPGモ デ ノ

成立度o 、100

・マ ン ス ー

●B館(2000
～)

轟(2。 。。一)

パ フ オ ー
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4.1作 用 した要素(成 功 と失敗のケースより)

その要因 を明 らかにするためにパ フォーマ ンスが高い 「小出郷文化会館」「金沢市民芸術

村」 とパ フォーマンスが低い 「A館 」「B館 」の違いを項 目別 に導 き出 してい く。この比較

に よって、一時的 なパフォーマ ンスの高 さではな く持続性 のある公共文化施設の発展 を遂

げるヒン トを導 き出 したいと考 える。

<NPGモ デル要素1>

NPGモ デル要素分解 項目

小出郷

文化会館 A館

金沢市民

芸術村 B館

1 行政と住民の信頼関係 ○

○

× ○

○
×

この項 目においては始めの段階ではある形 をもって行政 と住民の間に信頼関係が存在 し

ていたことが分か る。 しか し、「A館 」 と 「B館 」においては以下の要因によって、信頼関

係が崩れ る。

A館:市 長の交代、それに伴 う行政ス リム化

B館:行 政主導による大型拠点開発事業、行政職員の交代

この二つの失敗事例 に共通す る要素は二点挙げ られる。

1.個 人 レベルに留 まっていた信頼関係

A館:前 市長と初代館長

B館:行 政担当者 とB市 市民文化事業協会

2.住 民をプロセス に巻 き込 まないA"政 による一 的な の'入

A館:プ ロセスや指標 を公開 しない行政評価 と事業削減

B館:Nホ ー一ル建設計画で住民 との調整 をせず、運営 も住民 を排除 した形で行 う

ことで決定

興味深い ことに、 この二点 に対 して 「小出郷文化会館」 と 「金沢市民芸術村」 は対策を

とり始めている。「小出郷文化会館」は、市長の交代や行政 内部の人事 によって小出郷文化

会館の方針 や予算が影響 されないために 「アーツ ・カウンシル」の設立 を現在、学識者や

住民 を巻 き込 んで提言を している。「金沢市民芸術村」は、「A館 」と同様 に文化の重要性 を

唱 えてきた市長の影響力が非常 に強いため、市長交代によって大 きな打撃を受ける危険性

が ある。 しか し、それを見越 して 「金沢市民芸術村」 の元総合 デ ィレクターや学識者、行

政の 人たちが協働 して市制全体の基本構想や基本計画 とは別に 「金沢市文化芸術振興プラ

ン」 の作成 を∫9成14年 度から始めた;t住 民 と行政の合意の上 でこのプランを作成する こ

と1こよt・て市長が 交ll払して も安心,で 事業 を続けることがで きる。 この ように 「小出郷文

化会館」 「金沢市民芸術村」ともに、制度や プランを行政 とコンセ ンサスをとりなが ら策定
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することによって、行政の一方的な施策 によるリス クを低減 させていることが共通 の戦略

である。

<NPGモ デル要素2>

NPGモ デル要素分解 項目

小出郷

文化会館 A館

金沢市民

芸術村 B館

2 住民参画

執行段階における住民参画 ○

○

× ○

○

×

計画段階における住民参画 ○ × ○ ○

政策段階における住民参画 ○ × ○ ×

この項 目か ら、4つ のケースはある時期 までは執行段階において住民が主体的に参画 し

ていた ことが分かる。しか し、「A館 」 「B館」はともに政策段階にまでその参画が及んでい

なかったことが分か る。

〈執行段階、計画段 階における要素 〉

執行段階にお いて住民が参画 していなかった時期 は、 ともに行政と住民 との信頼が崩 れ

たときの時期 と同 じである。 よって、この変化の要因は<NPGモ デル要素1>に 記 した も

の と同様 である と考 えていいだろ う。

しか し、A館 とB館 には違いが存在する。

【違 い1】 住民の組織化

執行段階 において住民が参画 をしていたときに 「A館 」は企画ごとにプロデューサーが決

ま り、企画ごとにボランティアが流動的に変わっていたため、住民同士 のつなが りは短期

的なものであったことである。 また、「企画 プロデューサー」 として同 じ名前でボランテ ィ

ァ として活動 をしてお きなが ら組織化 されていなかったため 「A館 」全体 を見渡す機会 もそ

れほどなかった と考え られる。「B館 」は反対 に、「等運営員会」 「B市 市民文化事業協会」

な ど強い団結力のある組織 を住民がつ くりあげていた。それぞれの組織 においては住民が

一定の 「権限」 を持 ち
、「任期」 を設けることによって流動性 のある組織作 りを心がけてい

た。 この ことか ら、現在 も名前は変わっているが同 じ組織 の理念 と人によって構成 されて

い る 「B文 化事業協会」がB市 の公共文化施設であるJ会 館 を運営 している。その運営 に

対 してB市 は200万 の事業費 と200万 の人件費 しか援助 していないが、6つ の委託事

業(B市 による委託事業 だが、全 く介入されていない)は 全て100%に 近い入場率 を誇 っ

ている。6つ ともB市 にゆか りのある事業か もしくは全 国か ら客を集 めるような注 目され

る事業であ り、 このように優れた企画力 と運営能力 は未 だに活か されていると言 えるであ

ろ う。
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【違 い2】 計画段階における住民参画

「A館 」と 「B館 」の二つ目の違いは計画段 階における住民の参画である。計画段階にお

いて住民が参画を していた 「B館 」は自分たちがつ くりあげて きた公共文化施設 だとい う認

識が強いため、Nホ ールの建設時 にも強 く行政 に対 して自ら働 き掛 けている。 このような

「自分達の施設」 とい う意識 を住民が もっているこ とは、「小 出郷文化会館」や 「金沢市民

芸術村」 にも共通することである。

〈政策段階での住民参画 〉

「小 出郷文化会館」 は 「アー ツ ・カウンシル」 の設立 に向けて、 また、「金沢市民芸術村」

は 「金沢市文化芸術振興 プラン」の策定に向けて、住民が街 の文化政策に対 して主体的 に

提言 をしていることが分 かる。 この二つの施設が提 言を可能に した理由は、2つ あると考

えられる。

1.地 域内の組織 とまちづ くりに関して議論を重ねてきた

小 出郷文化会館:奥 只見観光協会、商店街、市町村担当者、新潟県職員 などと提携 して

町全体の活性化 を試みる事業を して きた。 また、小出町まちづ くり研究会 もこのよう

な多様なアクターが町づ くりに関 して議論 して きた。 この ときに築いて きた関係や情

報交換 によって、小出郷全体 の組織 を細部 まで理解 し、理解者 を増やすことに成功 し

ている。

金沢市民芸術村:金 沢工芸美術大学を始め とした教育機 関 との連携 や金沢市の伝統工芸

を取 り巻 く組織が金沢市民芸術村 との事業 とつなが りが非常 に強 く、デ ィレクター会

議 などで議論 する場があ る。新 しく設立 される 「金沢市21世 紀美術館」のア ドバイ

ザーとして金沢市民芸術村の村長が参加 しているなど、金沢市 としての文化 を核 と し

たまちづ くりのシンボル的な役割 を果た してきたことがあげられる。

しか し、 この要素だけでは、「B館 」が文化団体 と議論 してきたB方 式の持続や 「A館 」 の

和紙漉 き工業 との連携 などと決定 的に異なるといえない

2.専 門家の活用

そこで、 まちづ くりの議論 と 「専 門家の活用」 を組み合 わせることによって この政策提

言への住民参画が可能になっていることが考え られる。

小出郷文化会館:3人 の ア ドバ イザ ーか ら学術的 な根拠や アイデ ィアを受 けて、 ともに

2町4村 との会議で提案するなど、 ア ドバ イザーの強みを活か した政策提案 を試みてい

る。

金沢市民芸術村:4人 の ア ドバイザ ーによる年二回の会議 に加 え、金沢工芸美術大学 の

大学院生 をデ ィレクター に迎 え、美術大学の学生 に評価 を任せ ることを検討するなど研

究機関 との提携 によって学術的 に根拠のある提案 を可能に している。
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二つの成功事例 に共通す る要素 は四点挙げ られる。

1.住 民 を組織化す ること

2.計 画段階か らの参画 を促すことによって住民の所有意識 を高めること

3.地 域内の組 とまちづ くりに関 して議論 し、館の役割を認識す ること

4.専 門家の学術 的な強 さを活用す ること

<NPGモ デル要素3>

NPGモ デル要素分解 項 目

小出郷

文化会館 A館

金沢市民

芸術村 B館

3 行政評価導入

事業評価シー トの作成 × ○

△(試 験的

導入) ○

館独自の成果指標と事業評

価 ○ ×

△(作 成

中〉 ×

評価と経営の分権化 ◎ × ○ ×

専門家 による評価 ○ × ○ ×

〈事業評価 シー トの作成 〉

この項 目において、予想 を していなかった考察が出て きた。それは、行政主導の 「事業

評価」が失敗 している事例 に導入 されていて成功 している2つ のケースには導入 されてい

なかったことである。行政評価 はIV章 で述べ たとお り職員の意識改革やアカウンタビリテ

ィを満たすために有効なツールではあるが、 よいパ フォーマ ンスをあげるための必須事項

でないこ とが分かる。その代わ り、行政 による トップダウンの評価ではなく、「小出郷文化

会館」 や 「金沢市民芸術村」 のように公開で きる情報 を最大限に多 くし、独 自の評価 ツー

ルを生み出 し、評価 の分権化を図ることが重要であることがわかる、特 に、「小出郷文化会

館」館事業 を1ケ 月かけて住民延べ人数185名 とともに評価 を し、その成果 を住民30

0名 の前でプ レゼ ンをす るだけでな く、その結果 を理念 ・構想 レベルに反映 し事業 を組み

立てるな ど、評価のフィー ドバ ックをしてい くことが理想である。

〈館独 自の成果指標 と事業評価〉

この項 目における 「金沢市民芸術村」 の結果 は△であるが、優れた独 自の指標 を生み出

している 「小出郷文化会館」 と共通する要素 をここでは考える。

二つの成功事例 のく独 自の成果指標の策定〉の背景 は以下の通 りである。

小 出郷文化 会館:補 助金打 ち切 りへ の危機意識、民 間出身の館長 と会社経営 者によって

構成 されている運営委員会のメ ンバー

金沢市民芸術村:行 政評価の導入に伴 う指標化の試み。

双方 に共通す るキーワー ドは 「危機感」である.小 出郷文化会館は開館 から5年 間文化

庁か ら年間2000万 円の補助金 を受 けて きた。 しか し、その補助金の打ち切 りを見越 し

て、成果の指標化 には他 に類 をみないこだわ りをもって策定 されて きた ケー一照 紹介に記
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した とお り、全 ての事業のアンケー ト調査 に加 え、メデ ィアへの露 出度か ら講演数 まで多

様 である。この ような 目に見える成果や徹底 した住民の参画運営 をもとに、新 たな補助金

を文化庁か ら得ることができた。 これに対 し、「金沢市民芸術村」 は金沢市 という財政指数

も4ケ ースの中で も一番多 く比較的に豊かな行政 と理解のある市長 によって、危機感 は今

まで はなかった。 しか し、今後 は 「行政評価」の導入 とその反映に よって削減の危険性 も

ない、 とも言い切れない。そ ういった危機感か らも、ボランティア数や 自主的に企画 をす

る住民 の数など住民の 「自主性」 に主眼 を置いた指標の数値化 を試みている。 このように、

予算の削減 を事前 に予測 して成果 を示す戦略 を早 目に練 っていることが双方 に共通す る点

だ といえるだろう。

〈評価 と経営の分権化 〉

「小出郷文化会館」 と 「金沢市民芸術村」 の共通点は、住民が多元 的な運営の レベルに関

わってい るとい うことである。

〈小 出郷文化会館:各 レベルにおける 参画 と互いの評価の仕組み〉

運営 レベル

事業レベル

企画運営委員会

サ ぷ一 ター

ズクラブ

事業の執行 レベル

住民 プロデュース

友の会

評価 ワークシ ョッ

プ参加者

ス テ ー ジス タ ツ フ

利用者

〈金沢市民芸術村:各 レベルにおける住民参画と互いの評価の仕組み〉

運営 レベル

事業毎の運営 ・事業

事業の執行 ・補佐

レベル

以 上の2つ の図は、事務局や他の スタッフを除いた図だが、住民がそれぞれの レベ ルで

その権 限を もって運営 を していることが分かる。ここで幾つかの重要な共通点が浮かび上

がって くる。まず、…つ目に運営 に関わるメンバーの選定である。「金沢市民芸術村」も 「小

出郷文化会館」 もその運営 委員に関わる住民はその施設の長である館長や村長が 中心 とな

って選定 している。「金沢市民芸術村」の場 合は二期 目のデ ィレクターは一期 目が任命す る

ル

業

一 総 合 デ ィ レク ター

/＼

デ ィ レク タ ー ア ー トマ ネ ジ ャ ー

＼
K・CUBIC 利用者 ＼
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形 をとっている。このように住民が住民 を選定する ということは、「信頼関係」がある上で

行 うため様 々なリスクを低下させることが可能である。 また、二つめのポイン トは運営 に

関わる住民 に権限 と任期 を与えるとい うことである。「金沢市民芸術村」の場合は、各ディ

レクターに方針 まで決める権限 を与えている。 しか し、暴走 をしないように、総合 デ ィレ

クターが調整 をし、 また全体 と してのまとま りを保 っている。三つ 目のポイ ン トは、住民

に参画形態の選択肢 を与 えている とい うことである。時 間があるときだけ関わる 「事業の

執行 ・補佐」 レベ ルか ら、運営そのもの まで関わることもで きる。特 に 「金沢市民芸術村」

では、住民か ら苦情が 出た場合 自分達で解決で きるように補佐するなど、参画意識 を高め

る方針 をとってい る。 この ように参画を育 ててい く仕組 み も双方 とも優 れているといえる

であ ろう。

〈専門家の活用 〉は前事項で述べたので、 ここでは省略する。

二つの成功事例に共通する要素は四点挙げられる。

1.予 算削減の際の戦略として評価を位置づけること

2. 運営に関わる住民を選定 していること

3. 住民 に明 な 「権限 と 「任 を えていること

4. 参画の意識を育て、参画形態の選択肢を住民に与えていること

<NPGモ デル要素4>

NPGモ デル要素分解 項 目

小出郷

文化会館 A館

金沢市民

芸術村 B館

4

評価のプロセス ○ × × ×

情報公開度 評価結果 ○ / ○ ○

ここでの注 目すべ き点は、評価 の結果や成果 をどれだけ記録 に残 し公開 しているか とい う

点はその組織の住民参画度 と比例 していることである。特 に、館独 自の情報公開度 に限っ

た表 に置 き換 える となお分か りやすい。(下 の図)

情報公開度

評価のプロセス ○ × × ×

評価結果 ○ / ○

○

×

「A館 」は財 団が施設運営 をし、住民が参画 をしていた平成12年 度 までは、入場者数や稼

働率のデータがあるが、教育委員長の管轄 になった年か ら記録が ない。(公 開 していない)

また、「B館 」 は住民参画度が高かった5年 目や10年 目には入場者について詳細 なデー タ

や専 門家 を交 えてのフリー トークなどを冊子 として残 している。 しか し、現在 は公 開をお

願い して も返答がない。 この ように、住民が運営 に参画 し外か らの視点が入る と、その組

織 は より外部 に対 して開かれた ものにな り、行政内部だけで管理するようになる と外部 に

対 して情報 を公開することに消極的になることが読み取れる。
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これに対 して成功 している2つ のケースは以下のような取 り組み をしている。

小出郷文化会館:全 ての事業 に関するアンケー トの実施を行 うように義務付 け、現場職

員の意識改革 を行っている

金沢市民芸術村:利 用者か らの問題 点を各工房のデ ィレクターがデ ィレクター会議で話

す ことによって、運営 内容 をオープンにし、他 のデ ィレクターや職員

か ら評価 を受けるようにしている。

この項 目における、二つの成功事例 に共通する要素は一点挙げ られる。

1.住 民の参画 を通 して外部 に開かれた現場の意識改革
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v.提 言

この章では、4つ のケース分析の結果導 き出 した成功事例の共通戦略 と失敗事例 の失敗要

因を明らかにする。そのうえで、公共文化施設の発展の段階に合 わせた提言 を提示す る。

1.共通要因の まとめ

1.1成 功事例 の共通戦略のまとめ

前章の分析 の結果、明 らかになった成功事例の共通戦略をここに改めて示す。

-
⊥

9
白

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

信頼関係を個人レベルに留めず制度化すること

運営において行政と住民側互いにコンセンサスをとりながら事業をすす

めること

運営に関わる住民を組織化すること

計画段階からの参画を促すことによって住民の所有意識を高めること

地域内の組織 とまちづ くりに関して議論 し、館の役割を認識すること

専門家の学術的な強さを活用すること

予算削減の際の戦略として評価を位置づけること

運営に関わる住民を選定 していること

住民に明確な 「権限」 と 「任期」を与えていること

参画の意識を育て、参画形態の選択肢を住民に与えていること

住民の参画を通 して外部に開かれた現場の意識改革をすすめること

2つ の失敗事例 の中でも、「B館 」 を運営 していた住民組織fB市 市民文化事業協会」 は

現在 「B文 化事業協会」 と名 を変え、市 内のJ会 館 を運営 し、高いパ フォーマ ンスをあげ

てい るこ とを述べ てきた。図IV-8や 図rV・9の マ トリックスではB市 文化会館 のみ表示 し

たが、J会 館 のことを考慮するとB市 においては住民参加型の公共文化施設が違った姿で

持続 している とい うことが言える。このことを考慮 して、11の 戦略には 「B市 市民文化事

業協 会」の戦略 も含 まれている。

1.2失 敗事例 の失敗要因のまとめ

次 に、A館 とB館 が、「住民参画型」 として評価 されていたに も関わ らず2000年 か ら住

民 の参画が失 われ、パ フォーマンス も下がってい った原因を分析 よ り整理 してい きたい。

まず、直接的な理由と間接的な原因に分 ける。

【直接的 な原因】

A館

(工.市 町交代による政策転換(効 率化 を重視 した政策)

② 行政評価主導の予算ス リム化
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③ 運営組織 の編成(人 件費 を削減するため、財団か ら教育委員会に運営体制 を移す)

B館

① 住民意見が反映されなかった新ホール建設(バ ブル時の大型拠点事業 としてのホール

建設の決定、ホール客席数)

② 行政による新ホールの運営(住 民による文化事業協会を運営体制か ら排除 し、財団の

設立の決定)

【間接的な原因】

A館

① 住民参画 による成果 を明確 に示 してこなかった

芸術館 に思い入れが強かった前市長が変わるときに備 えて、住民の参画によるその成果

を示せ るよう、独 自の評価や記念誌の発行などを行 ってこなかった。

② 行政主導のス リム化や教育委員会による運営が決 まった とき、住民が立ち上が ることは

なかった。

住民がバ ラバ ラに企画に関わっていたため、運営体制や予算の変化 に対 して一丸 となっ

て反対 をす ることはなかった。運営 は町の様 々な 「公共施設」の運営 を専門 とする財団

が行 っていたが、業務上の住民 との関わ りは薄 く、住民が運営全体 を見渡す場や議論 を

する場が存在 しなかった。

B館

① 財政基盤の強化 を怠った

1997年 時点では、文化会館管理=運営の全面的な委託 を要請 し、また、法人化の可能

性 も考 えていた とい う。当時の館長は、芸術情報 プラザの情報誌 にて 「現状の財政予算

や体制では困難」 と述べ ている。また、行政側が 「管理運営費や企画事業費予算 を縮小

させない こと」が今後の大前提 となる としている。37このことか ら、会費の減少や近辺

地域の文化施設の充実 と不景気 によって減少 してい くチケ ッ ト収入に よって財政基盤

が最盛期 の1994年 時点で もか なり弱かったということが言 える。 この対策 として、買

取事業 を増や し自主事業費 に充てるなど財政基盤の強化の選択 はあったであろう。しか

し、行政に対 して事業費維持 を要請することしか してこなかったことが、行政がその財

政体制 に不安 を感 じ、財 団の設立に踏み切ったことと考 えられる。

②運営体制の弱 さ

同 じく、1997年 時点の問題 として 「事業に取 り組む姿勢 に当初の意気込みが薄れ、マ ン

ネリ化 している」「組織的な動 きの鈍化」「事業協会発足の趣 旨が十分 に徹底せず、多 く

の会員 の意識 を"友 の会"程 度 に留 めた まま」であ ると情報誌 に記 されている。 また、

インタビューにあった ように、専従 として動ける人数が2人 しかいなかった ことか らも

37芸 術情 報 アー トエ クス プ レス 第6号 全国公 立文 化施 設協 会1997年P .4
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その組織 の弱 さを不安 に思い、B市 市民文化事業協会 に運営 を委託することがで きなかっ

たことも考 えられる。

2.発 展段階の住民参画型公共文化施設 に対す る 「提言書

分析 か ら導いた成功事例 の共通戦略 と失敗事例 の失敗要因か ら、様 々な発展段 階にある

住民参画型公 共文化施設 に対す る提言 をまとめてい きたい。 ここでは、住民参画を方針 と

していない公共文化施設は除 き、図V1の ように、「建設段階」「初期段階」「成熟段階」の

3つ の発展段階の公共文化施設 に焦点 をあてていきたい。

図V・1

口

2.1建 設段階の公共文化施設 に対す る提言

「住 民 の 自主性 育 成」 と 「主体 的 な提 言 の促 進」

現在建設段階にある公共文化施設は、構想段 階、計画段 階において住民 を巻 き込んでい

くことが望 まれる。最近 では、建設段階で公開 コンペや住民 に対 する説明会 を頻繁 に行 う

な どの試みが多 くなされている。 しか し、「小 出郷文化会館」や 「金沢市民芸術村」 のよう

に、その町の文化団体 関係者や リー ダーな どのキーパーソンが主体 的かつ長期 的に行政側

と議論 をしてい くことが望 ましい。それ らのキーパーソンは、一緒 に作 品や演奏 を創 り上

げて きた人々 との強いネ ッ トワークを持 つだけでな く、建設後 において も住民 と行政側の

コーデ ィネー ト役 になる可能性 を持 っているか らである。 しか しこのような場合、問題 に

なるのは文化 団体同士の利権争いの場 になって しまうことである。例えば、演劇団体 は演

劇 に適 した設備 を求め、音楽団体 は音楽に適 した音響設備や客席数 を求める、 とい う具合

である。 この ようにならないために、BOTTOM-UP型 、TOP-DOWN型 、それ

ぞれの組織 に合 った戦略が考 えられる。

一つ 目は
、BOTTOM-UP型 の場合である。例 えば、小 出郷文化会館 の ように住民

側 で意見 を一つ にまとめ、行政側 に提案 をするように行政が促す ことな どである。住民 に

自分達で議論 し提案 をして もらうことによって、住民の団結力 を高めるだけでな く住民側

に も 「責任」 が生 まれるか らである。この場合、条件 となることは住民が的外 れな提言 を

しない ように専 門的な知識 を身につけ必要であれば視察 などをす ること、専 門家な どを交

えなが ら議論 をす ること、 また、行政がそれ らの準備 に必要な環境 を整 える ことな どが挙

げられる。 このような住民側 の提案があ った場合、行政側はそれ らの意見 を全面的に受け

入れ信頼 関係 を築いてい くことが求められる。
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二つ 目は、TOP-DOWN型 の場合であ る。例えば、金沢市民芸術村のように、行 政

が 自らコーデ ィネーター となって、住民の意見 を調整 してい くことである。この場合、住

民 に対 してその意見 をどのように反映 したか明確 に示 し、その意見 を反映 した部分 に関 し

て 「責任」 をもって利用 や参画 を して もらう必要があることを伝 えることが重要であ る。

この ように住民、行政が ともに無責任 に 「住民参画」 を利用 しないように、信頼関係 を計

画段 階か ら築 き上げることが重要である。

2.2初 期段階の公共文化施設に対する提言

「住 民 の選 定 」 と 「参 画 の度 合 い の形 成 」

ここでは初期段階の公共文化施設 とは、建設 されて間もない(1年 か ら3年 程度)公 共

文化施設 を対象 とす る。 この時期 は、実際 に運営 を始めて当初の運営方針や体制 に修正 を

加え始める時期だ とい うことが ヒア リングか ら分かった。 この時期 において、住民参画施

設の場合 、体制が硬直化 していない分その参画意欲 は比較的高いと考 えられる。そ こで、

以下の ような戦略 をとることをここで提言す る。

住民 を組織化 し、運営全体や行政側 の様 々な決定 に対 してチェ ックをする機能 をもたせ

ることは 「A館 」や 「B館 」の ように行政が文化施設に対 して不適切 な評価 をすることや予

算 を大幅 に削減す るリスクを低 くすることにつながる。

BOTTOM-UP型 の場合 は、住民が既 に組織化 している場合が多いか もしれないが

組織化 されていない場合 は、行政側(事 務局側)が 住民の組織化 を提言 し、関わる住民の

選定方法や権限 ・任期などを決めて もらうなどの戦略をとることが考 えられる。 この場合 、

気 をつ けなければならないのはその選定方法が文化団体の主権争いにならないことであ る。

このため、そのプロセス に行政側や事務局側が参加することが重要である。

TOP-DOWN型 の場合 は、行政側が住民 を選定 し、権限や任期 を決める戦略 もあ り

えるだろ う。 しか し、それは行政が リーダー シップをとれる住民 を選定で きるだけの情報

量 とネッ トワークをもっているときに限 られる。 また、決める段階 にお いて様々な文化 団

体や個人か ら意見 を聞いてオープンなプロセスで決めてい くことも重要である。

いずれの方法であって も、住民がそれぞれの強みや時間の余裕 に合 わせて参画の度合い

を選べ るよ う様々 な参画 の レベ ルを設定す ることが望 ましい。 この ように様 々な住民 の

「層」 を作 り出 しそれぞれに 「権限」が与え られることによって多様性が確保 され、住民

同士が互 いを評価 し合 う関係が築かれるであろう。

2.3成 熟段 階の公共文化施設に対する提言

「オ ー プ ンネ ス確 保 」 と 「信 頼 の 制 度 化」

ここでの成熟般階の公共文化施設 とは、建設 されてから7、8年 以上の施設 を指 す。多

くの住民参画型公共文化施設ではおそ らく 「会員の足踏み状態が続 く」 「住民参画の意欲が

薄れて きている」 などの問題 を抱えていることが想定 される。(福 井県の福井市文化会館の
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ように建設か ら20年 以上たったホールに新たにNPOが 管理 をし、住民参画が活発 にな

るなどの特殊な例 もあるが、今回はこのような例 は除 く。)こ のような公共文化施設 におい

て重要なキーワー ドは 「オープンネスの確保」 と 「信頼関係 の制度化」である。

BOTTOM-UP型 の公共文化施設 においては、行政側の強い リーダーシ ップによっ

て予算が確保 されるという保証がない為、常に予算削減の危機感 になければな らない。そ

の 「弱 さ」 を強 さとして捉え、常 にその危機感 をもとに住民側が団結することがで きる。

例 えば、住民参画による公共文化施設の成果 を積極 的に行政側 に見せてい くため に、小 出

郷文化会館 のように評価 ワークショップを行 う、 また、独 自の評価軸 を生み出すな どの戦

略が考 えられる。その過程では、専門家 の学術的な強 さを十分 に活用 しその付加価値 をも

とに行政や利用者 に対 して館の必要性 を説いてい くことも重要である。

TOP-DOWN型 では、金沢市民芸術村のように市長が強い リー ダーシップを持つ こ

とによって安心 して運営することがで きる。 しか しその反面、反対 に市長の交代 によって

A館 の ように急激 な予算削減や組織の変遷 などの危機 を向える危険性 と隣 り合 わせ にあ る

と考 えて よいであろう。 この危機 に備え、その市や町村の文化政策の重要性 を唱 え、都市

計画や長期 プランの中に盛 り込む よう働 きかけることが重要である。 また、小 出郷文化会

館 のように 「アーツ ・カウンシル」の ような行政内部の政治 によって影響 されない行儀会

の提案 をしてい くことも考 えられるであろう。プラン策定 であ って も 「アー ツ ・カウンシ

ル」の提言 にせ よ、このような提案 はその地域全体 に関わる重要な提言である。地域内の

組織や団体 と協議 しなが ら決めてい くことによって、まちづ くりにおける館の役割 を再認

識す る契機 になるであろう。 この ように、市長 と館長 などの信頼 関係 に依存せず、プラン

策定や組織提案の プロセスの中で運営に関わる住民や現場職員 レベ ルで新たに信頼関係 を

築いてい くことが重要である。更 に、現場職員が運営 に関わる住民や他 の地域内組織 と協

同することによって、外部 に開かれた組織づ くりが進むことも考え られるであろ う。
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3.さいごに

これ まで、「住民参画型」方式は盲 目的に様々な公共政策や施策 に取 り入れ られてきた と

いって も過言でないであろう。そ こで4つ の住民参画型の公共文化施設 を 「評価」 と 「パ

フオーマ ンス」 という2つ の軸で整理 した結果、住民参画であることがパ フォーマ ンスの

高 さにつなが っているのではないことが明 らかになって きた。

その一つの軸 であ る 「評価」は、現場担当者に とって 「予算削減のためのツール」 とし

ての認識が強 く、 また、芸術文化 を 「評価」す ることは無理だとい う専 門家 も多かった。

しか し、「評価」 を 「査定のための評価シー トづ くり」 として捉えるのではな く 「パ フオー

マ ンス を高めてい くための有効な戦略」 として捉 えることによって各公共文化施設 の環境

の違いを超 えた、現実的 な提言 につなげることがで きた。

「戦略」 としての評価 として上 山氏他 によって提言 された 「ニュー ・パブ リック ・ガバ

ナンス」 モデル(以 下、NPGモ デル)は 、理念 的なモデルとされ具体性 に欠けていたが、

公共文化施設 とい う特殊 な施設に対象 を絞 ることによってその具体的な姿 をチ ェックリス

トによって示す こともで きた。NPGモ デルを満 た してい る公共文化施設はパ フォーマ ン

スも高い とい う相 関関係が導かれ、また、パ フォーマ ンスが高い公共文化施設はNPGモ デ

ルの要素 を満 たすために共通 した11の 戦略 をとっていることが見 えてきた。

成果 につ なが る評価は本来、適 した評価指標づ くりやPlan-Do-Seeの サイクルを導入す

ることのみによって実現するものではない。現実 には、行政内部の様 々な弊害 にあい、理

念 として理解 されるだけで形骸化 している評価 も多い。 この11の 戦略 をその組織の成長

の段階 に合 わせて取 り入れてい くことによって、評価 とプログラムの良循環支 えられ る高

パ フォーマ ンスの公共文化施設の運営が実現で きるであろう。
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式会社2001年

「自治体の行政評価 システム」 高寄昇三 学陽書房1999年
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ウエ ン 芸 団協 出版部1994年

"MakingDemocrac
yWork"RobertPutnam,PrincetonUniversityPress,1993

腿

「文化政策入門」池上淳他 丸善 ライブラリー-2001年

「文化政策学:法 ・経 済 ・マ ネジメ ン ト」後藤和子 有斐 閣2001年

公共施設 の運営評価

「地方 自治の政策経営」 高寄昇三 学陽書房2000年

「入門 ミュージアムの評価 と改善一行政評価 や来館者調査 を戦略的に活かす一」 上山

信一他 株式会社 ミュゼ2002年

「アーツ ・マ ネジメン ト概論」 伊藤裕夫他 水曜社2001年

まちづ くり

「地方再生の経済学」神野直彦 中公新書2002年

「ともに生 きるまち 岸和田一民主市制24年 間の総括 と展望」 岸和田市地域調査研究

会 自治体研 究会1997年

鑑賞者行動

デー タ:「 舞台芸術の鑑賞行動 調査報告書」 芸能文化情報セ ンター編1999年

雑誌

「行政管理研究N.101」 行政管理研究セ ンター 中央法規出版株式会社2003年
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論 文
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Communities"M.SharonJeannotteTheInternationalJournalofCulturalPolicy2003
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地 方 に お け る 公 共 ホ ー ル 運 営 の 政 策 分 析 一 福 井 県 を 中 心 と し て 山 崎 茂 雄2000福 井 県

立大学地域経済研究所

,田 中広樹

PHP,2001年

ArtPli&MnementN1藤 枝 聡 三 和総研 研 究所2001年
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1年

劇場事業法(仮)の 提案 鈴木忠志他 日本芸能実演家団体協議会2002年
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資料1:公 共文化施設の設立のグラフ38

[図 表1-3設 置 自治体別 財団運営 施設数の 推移]
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資料2公 共投資額の推移39

公共投資額
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39「 自治体再生戦略一 行政評価 と経営改

3年P.8図1-2-1

一ヒ山信一 ・井関友信 日本評論者20
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資料3:文 化の外部性40

表1芸 術 ・文化の外部性(オ ース トラリアの調査)
(%)

賛 成 反 対
どちらとも

言えない

オ ー ス トラ リアの 芸 術 家 の 成功 は,

オ ー ス トラ リアの 誇 りだ と思 う
94.8 4.4 0.8

芸術は自分の国を理解する手助け
になる

84.6 13.8 1.6

芸術はそれに参加 した人々にのみ

便益をもたらす
34.9 64.1 1.0

芸術は生き方を見つけるために重

要だ
80.6 173 2.1

芸術は死滅すべきではない 96.9 2.3 0.7
!

子 どもたちが芸術を学ぶことは大

切だ
96.5 3.2 α4

芸術は批判的すぎて社会の害にな

る
14.8 81.2 4.0

芸術団体はチケットの売上げだけ

で生き残るべ きだ
20.7 78.1 1.2

(出 所)HeilbrunandGray[1993]よ り作 成 。

40「文化政策学 法 ・経済 ・マ ネジメン ト」後藤和子 有斐 閣 2001年P.56
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資料4:代 表的な行政評価 シー ト
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資料5:B市 の市民ニーズの地図41

20.全 市的な文化施設
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資料6ア ーツ ・カウンシル組織図案
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資料7:評 価 ワーク シ ョップの第一 回 ワー クシ ョップ まとめ42
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肇.地域にある価値をかんがえるきっかけ 1.地域全体を巻き込んだ魚沼支化自由大楽構想1
層

2.魚 沼にもともとあった自由大学の歴史 2.小 出郷文 化会館のコンセプトの見直 しi

3.小 出郷文化会館の歩み a小 出郷文化会榊 鋤 二_ア,レ{

4.小 出郷文化会館の関係団体の成長
唾4

.文 化を通した地域づくりの議諭の場
一 一

5.小 出郷文化会館が地域に与えた影響
一一 一 一 一 一}一一一一,

a小 出郷文化会館の課題
._4

6、住民・文化団体の要望と不満

、噛

6.魚 沼文化 自由大楽⑳実施アィディγ1

7.臼 らが積極的に関わる必要性 7.住 民 自らが実施する意欲}
_.こ「 」o{」

この 評価 の ワー ク シ ョ ップの 中 で、 コ ンセ プ トが一部 見 直 され 、 欝的や 目標 が再 設 定 された 。

42「 文化あふれるまちを創 ろうワイワイ座談会

小 出郷広域事務組合P.17

ワー クシ ョップの記 録」平成,t3年3月
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資料8:櫻 井館長作成の数値評価

文化事桑の推移 文化会館の事業予算を長期計画で 平卵輝
1

平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成,8年 平成19年

管理費 83,383 92,289 91,3可1 90β87 97,223 98,789 ga349

穐働箪大 0,644 0,609 0547 0,771 0,946 O,993 書00.003

1

稼働峯小 0,534 0,735 0517 α687 0,821 0,741 O,718

入場数 67,795 72,271 72,76フ 75,734 84,452 74,922 83」引

公債貴 64,230 149,026 203,134 198joo 192』55 187β54 182,423 η2,438 133,804 1,364

11年 比較 一161
.996

一138
.904

一54」08 0-5,034 一,0
.279

一15380 。2α7π 一30
.647

一6訊330 一201 .770

中揃蓼o縛摘帰 1,500 ;,500 2,500 5,000 3ρ00 6ρ006,000

鰹刷醸o工事 4500

事粟費 45,767 4a142 61,376 61,082 62,557 76,879 58,982

チケット破入 14,569 19239 33,824 31ρ58 27」53 35」70 30344

事票不翼螢 2312 凱673 39β74 廓5008 寧ξ535 寧4,450 0

蓋盆積立 0 06,000 峨ooo 5525 織450 5β38

墓金計 6,000 10,000 15525 19,975 19,975
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使用斜 5,868 4」83 5,090 4,953 臥110 峨0614,500

蝕の領駒軍露

口織5。000 ■標5,000 目御5.000 8響5ρ00

文化庁 20、00020,000 20,000 19ρ00ミ0002α00020.000 穂の鞭簡畢叢 盤の禰駒亭象 蝕の縞勒事霞 値の循駒事躍

他の補助動 4.0002,000 6,500 旦3007.700

補助金計 240002ZOOO 20,000 20.00026,500 2生30010.070

町村負担 6,460 6,471 7902 6,6746,454 書8,500 16.50016,500 鵬.500 16,500 16,500 16,500

≠ディアF一タ 平成8年 平疲9年 平成10年 平戒11年 平成12年 平威13年 平成14年 平成15年 平酸16年 平威で7年 平成18年 平成19隼

テレビ 全1県7回 全2県4回 県3回 県3回 全1県4回 全1県4回 全3県7回 県4回

ラジオ 全1梁2回 県51回 県2回 全 τ県 τ 県1回 県8回 全可県2回 県2回

新聞全国 2回 1回 2回 2回 2回 1回 8回

新闇新潟環21圓
「」

30回 44回 22回 19回 24回 21画

新闇越南 74回 46回 43回 63回 67回 52回 52壇

斬帥1咄蜘51回 53薗 135回 .マ08回 74回 特0回 85囹

雑誌 全5県10廼 全5県9回 全4県9回

一

全4県4回 全7県5回 全7県1回 全1フ県4回 小出郷p果 全園10ポ イント県5ポイント広壇2ポ

型擦 釦7卿3■2岨 21唱5暫3● 倉t2畠 噌2■ 釦 昭7■r30 勲7邸19唱 創9卿 馴爵 ■ 会1●04●岡9

館長講演 .釦膿喝
3目 含3県4面4回 全O県354駆 金7県2■6q 金9県2腰6四 釦 幅 目口駈口 禽10鳳● 周 メデイ7勘乗愈■メディア2000万停200万広蟻20万

館長公演P7 15回 ,0回 8回 で0回 可6回 18回 14回
「

鱈長勧務晦悶 5.117時 醒 3,143時 置2. 947鋳 置 3.2,3時 摺 4,212時 冑 4513時 閻 4303時 間

蟹長競出鰻畳 3.276千 3。311千 4」85千 423拝 4.392干 購53」子 4.663千

鱈長基象 o陰劇・虞賀.曾貿鳶 鱈斜・御澗.,震 貿 鱈"・翻鳳 公5質 8質 一貫駕.鋼 膿 ■幽鴫 ・讃嵐 伝賃"腫 瀬・掴敏 塾暦胴 鰺鯛・禽■.墾鷺質

昭旬奮楽碍伽1回 1回 O回 1回 1回 2回 2団

事嚢熊筥使距2,000人 2,200人 2.300人 2.500人 2£oo人 2フ00人 3,500人

小出郷μ勤県8θ7ポ イント 975ポ イント 934ポ イント 863ポ イント 1.956ポ イン ト 口64ポイント 1」21ポイント

メディア効県701,200子 689,000干 G42.400」 卜 695,800午 1074500手 雪↑56800干 1290800子

小出郷文化会館5年間の推移 9月旧
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資料9:B館 に対 してなされた事務事業評価 シー ト
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資料10:静 岡県立美術館ベ ンチマークス

ノ「

`

静 岡県立美 術館 ベ ンチ マーク ス案(v.5.2) 案績測定(現 状値》一

大項目 中項目 評価 H13 H斜7ま で
1.作 晶と出会う埆
の充実

く展覧会〉

(1)展覧会の定量的
側面

1麟 妻。綬賭 鰍 192.田8人

2斬 規来館者の割合 15.孤

3来 館後1年 以内のリピー ト率 80.2弘

(2》展覧会の定性的
側面

1隈 示からインパク ト(興 味 ・感動が生まれた)を 受けた観覧者の割
合

a6-1覧

2展 覧会の目的 ・趨旨を理解できた観覧者の割合 72.3覧

3観 覧料に見合うだけの内容であったと感じた観覧者の割合(観 覧料
の妥当性)

70.6覧

4自 分の観覧体験を他人に伝え,来 館を他人に藤める罎覧看の割合 63.8曳

2.人 と出会う場の
充実

く文化の交流の増
〉

圧}

(Dボ ランティア 1ボ ランティアの総活動日致 〈算出中〉

2ギ ャラリー トーク、触察などにおける観覧看の満足度(溝 足した人
の割台)

〈劉査票作
成済〉

3ボ ランティアにおける自己実現度.満 足度(仕 事内容に満足してい
るボランティアの割合〕

〈調査票作
成済〉

4他 館への関心度の増加馴合 <胴 査票作
成済〉

(2)友の会 1友 の会会員の致 662人

2友 の会会員にとっての満足度(友 の会の内容 ・会費に満足している
会員の獅創

〈調査票作
成済〉

(3}学芸員養成 1博 物館実習後の典術館の活勤に対する憲隙の爽化(夷 術館関翠の仕

事を本気で目揃そうと考えるようになった学生の割台)
〈調査票作
成鋳〉

2搏 物館実習後の蔓緬館利用形態の変化(い ままでより頻繁に美術

館 ・搏物館を利用するようになった学生の割合〕
〈調査票作
成済〉

3.学 びと出会 う場
の充実

く萸紫 ・藁術館へ
の誘い〉

」1

(D実 枝系の教育普
及

1受 講者総数 3,868人

2受 講者充足箪(受 講者/定 員〕 69.8、

3管 及事桑への参加がきっかけで,そ の後1年 間の来館頻度が増えた
人の割合

<後 日追跡
調査〉

4自 分の参垣体駿を他人に伝え.φ 加を他人に薦める参加者の数 〈後8追 跡
謂査〉

5新 規受講者の割合 75.5、

6受 講後 書年以内の警及事鍵へのりピー ト率 95.1讐

(2)講義系の教育普
及

1受 講看総数 915人

2受 講者充足率(受 講者/定 員} 65.4鮨

3普 及事桑への参加がきっかけで,そ の後1年 間の来館頻度が増えた
人の割含

〈後日追跡
調査〉

4自 分の参加体験を他人に伝え,参 加を他人に麓める参加看の数 〈後日追跡
講査〉

5新 規受講者の劃合 6量.0覧

6受 講後1年 以内の著及事粟へのリピー ト率 86.磯

(3}印刷物 ・講座等 1藁 術鑑賞 ・夷術館活動に関わる学芸員の刊行物の件数 67件*

曝

(4}図書 ・映像資料 1図 書 ・映像資料の利用者繊数 5033人
+181人

2.057人+83
人

2図 書 ・映像資料を提供している場 く図書閲覧室,ビ デオプラザ.ビ
デ才コーナー〕に満足したと感じた人の割含

26,7鮨

(5)学校対応 1受 け入れた学校数 49校

2受 け入れた生徒 ・児童数 2.535人

3学 校向けプログラムに関して面白かった,ま たやってみたいと感じ
た児童 ・生桂の割合

93.9乾

4掌 校向けプログラムが授叢の目的達成に貢献 したと感じた先生の割
合

90.9鴨

5掌 校行事でかって来館したことのある人の来館者(成 人)に 占める
割合

13.7鶉

㈹ 特別観覧債 料
の利用度)

1特 別観覧の件数 64件

(7)レ ファ レンス 1美 術に関する質問を受けた件数 <カ ウント
{＼

1
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